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令和 ７ 年 ９ 月 30 日（火曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 ６１ 　号）

　　　　公　　　告
○人事行政の運営等の状況 （人事・組織経営課）　１

公　　　　　　　　告

人事行政の運営等の状況
　石川県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年石川県条例第８号）第６条の規定により、石川県の
人事行政の運営等の状況について次のとおり公表する。
　　令和７年９月30日
 石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
第１　人事行政の運営の状況
　　 　知事部局、教育委員会、警察本部などの各任命権者からの報告に基づき令和６年度の人事行政の運営の状況を
公表します。一部、令和７年４月１日現在の状況を公表します。

　１　職員数及び職員の任免に関する状況
　　 　本県では、より簡素で効率的・機動的な執行体制の構築を図る観点から定員管理に取り組んできたところです。
時代の変化に適時的確に対応し、県民の視点に立った行政サービスの提供に向けて、業務改善を徹底しつつ、政
策課題に対応した組織体制の整備と必要な職員数の確保を行います。

　　⑴　部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

区　　分
部　　門

職　員　数 対前年
増減数 主　な　増　減　理　由

令和７年 令和６年

一
般
行
政
部
門

総務・企画等 944 人 823 人 121 人 能登半島地震からの復旧・復興等
保 健 ・ 福 祉 772 737 35 能登半島地震からの復旧・復興等
商 工 ・ 労 働 313 308 5 能登半島地震からの復旧・復興等
農 水 ・ 土 木 1,418 1,407 11 能登半島地震からの復旧・復興等

小 　 計
3,447
（ 0）

3,275
（ 0）

172
（ 0）

特
別
行
政
部
門

教 育 部 門 9,224 9,292 ▲ 68 学級数の減等
警 察 部 門 2,337 2,332 5 欠員補充等

小 　 計
11,561
（ 0）

11,624
（ 0）

▲ 63
（ 0）

公
営
企
業
等

会
計
部
門

病 院 1,243 1,191 52 医療体制の充実等
そ の 他 87 89 ▲ 2 欠員不補充等

小 　 計
1,330
（ 53）

1,280
（ 57）

50
（▲ 4）

合　　計
16,338
（ 53）

［ 17,183］

16,179
（ 57）

［ 16,893］

159
（▲ 4）
［ 290］

目　　　　　　　　　　　次
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　（注）１ 　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、育児休業中の職員、派遣職
員などを含み、臨時的任用職員又は非常勤職員は含んでいません。

　　　２　（　）内は、会計年度任用職員（フルタイム）の職員数であり、外数です。
　　　３　［　］内は、条例定数の合計です。
　　⑵　年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

区分
20歳

未満

20歳
〜
23歳

24歳
〜
27歳

28歳
〜
31歳

32歳
〜
35歳

36歳
〜
39歳

40歳
〜
43歳

44歳
〜
47歳

48歳
〜
51歳

52歳
〜
55歳

56歳
〜
59歳

60歳

以上
計

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

34 811 1,680 1,825 1,818 1,744 1,605 1,420 1,336 1,375 1,619 1,071 16,338

構成比
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

0.2 5.0 10.3 11.2 11.1 10.7 9.8 8.7 8.2 8.4 9.9 6.5 100

　　⑶　職員数の推移 （単位：人）

年　度
部門別

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 過去５年間の増減数（率）

一 般 行 政 3,263 3,272 3,294 3,257 3,275 3,447 184 （ 5.3%）
教 育 9,037 9,460 9,362 9,342 9,292 9,224 187 （ 2.0%）
警 察 2,331 2,330 2,333 2,323 2,332 2,337 6 （ 0.3%）
普 通 会 計 計 14,631 15,062 14,989 14,922 14,899 15,008 377 （ 2.5%）
公営企業等会計計 1,245 1,237 1,256 1,262 1,280 1,330 85 （ 6.4%）
総　合　計 15,876 16,299 16,245 16,184 16,179 16,338 462 （ 2.8%）

　（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。
　　⑷　職員の任免の状況
　　　　令和６年度における職員の任免の状況は、次のとおりです。

知 事 部 局 等 教 育 委 員 会 警 察 本 部
昇 任 474 件 222 件 120 件

配 置 換 927 1,125 925
採 用 432 400 90
退 職 324 451 86

計 2,157 2,198 1,221

　（注） 　「知事部局等」には、知事部局、議会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局及び
海区漁業調整委員会事務局を含みます（以下同じ。）。
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　（注）１ 　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、育児休業中の職員、派遣職
員などを含み、臨時的任用職員又は非常勤職員は含んでいません。

　　　２　（　）内は、会計年度任用職員（フルタイム）の職員数であり、外数です。
　　　３　［　］内は、条例定数の合計です。
　　⑵　年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

区分
20歳

未満

20歳
〜
23歳

24歳
〜
27歳

28歳
〜
31歳

32歳
〜
35歳

36歳
〜
39歳

40歳
〜
43歳

44歳
〜
47歳

48歳
〜
51歳

52歳
〜
55歳

56歳
〜
59歳

60歳

以上
計

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

34 811 1,680 1,825 1,818 1,744 1,605 1,420 1,336 1,375 1,619 1,071 16,338

構成比
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

0.2 5.0 10.3 11.2 11.1 10.7 9.8 8.7 8.2 8.4 9.9 6.5 100

　　⑶　職員数の推移 （単位：人）

年　度
部門別

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 過去５年間の増減数（率）

一 般 行 政 3,263 3,272 3,294 3,257 3,275 3,447 184 （ 5.3%）
教 育 9,037 9,460 9,362 9,342 9,292 9,224 187 （ 2.0%）
警 察 2,331 2,330 2,333 2,323 2,332 2,337 6 （ 0.3%）
普 通 会 計 計 14,631 15,062 14,989 14,922 14,899 15,008 377 （ 2.5%）
公営企業等会計計 1,245 1,237 1,256 1,262 1,280 1,330 85 （ 6.4%）
総　合　計 15,876 16,299 16,245 16,184 16,179 16,338 462 （ 2.8%）

　（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。
　　⑷　職員の任免の状況
　　　　令和６年度における職員の任免の状況は、次のとおりです。

知 事 部 局 等 教 育 委 員 会 警 察 本 部
昇 任 474 件 222 件 120 件

配 置 換 927 1,125 925
採 用 432 400 90
退 職 324 451 86

計 2,157 2,198 1,221

　（注） 　「知事部局等」には、知事部局、議会事務局、監査委員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局及び
海区漁業調整委員会事務局を含みます（以下同じ。）。
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　２　職員の人事評価の状況
　　 　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第23条の２第１項の規定に基づき、能力の実証に基づいた人事管理体
制を確立し、公務の能率的な運営を図るため、職員の人事評価を行っています。

　　 　また、職員の能力や勤務実績等を総合的に評価することを通じて配置換えや昇任等を行い、適材適所の人事配
置を図っています。

　３　職員の給与の状況
　　 　地方公務員法では、職員の給与を決める際には、次の原則によることとされています。
　　○その職務と責任に応じたものとすること
　　○生計費を考慮すること
　　○国や他の都道府県の職員とのつり合いがとれていること
　　○民間企業に勤める人の給与とのつり合い、その他の事情を考慮すること
　　 　具体的には、県内民間企業の給与の実態や生計費などの調査に基づく人事委員会勧告を踏まえ、県議会の審議
を経て条例で定めています。

　　⑴　人件費の状況（普通会計決算見込）

区　分 住民基本台帳人口
（令和７年１月１日）

歳　出　額
　　　　Ａ 実質収支 人　件　費

　　　　Ｂ
人件費率
　B／A

（参考）
令和５年度の人件費率

令和６年度
人 千円 千円 千円 ％ ％

1,098,121 1,012,339,392 2,238,370 135,066,462 13.3 19.2

　　⑵　職員給与費の状況（普通会計決算見込）

区　分
職員数
　　A

給　　　　　与　　　　　費 （参考）一人
当たり給与費
　　Ｂ／Ａ

（参考）
令和５年度の都道府県
平均一人当たり給与費給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

令　和
６年度

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

14,335 60,325,943 11,107,543 24,485,373 95,918,859 6,691 6,872

　（注）１　職員手当には、退職手当を含んでいません。
　　　２ 　職員数については、令和６年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、再任用職員（短時

間勤務）及び会計年度任用職員を含んでいません。
　　　３ 　給与費については、任期付短時間職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与費を含み、会計年度任用職員

の給与費は含んでいません。
　　⑶　ラスパイレス指数の状況

　（注）１ 　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員
数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月
額を100として計算した指数です。

　　　２ 　（　）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数と
は、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給
率を用いて補正したラスパイレス指数です（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／
（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）。
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　　⑷　給与制度の総合的見直しの実施状況について

　一般職の給与については、給与制度の総合的見直しを次のとおり実施（平成27年４月１日から実施）
・ 行政職については給料表の水準を平均２％引き下げるとともに、40歳代や50歳台前半層の昇給機会の確保の
観点から５級及び６級について８号給の増設
・ 行政職給料表以外の給料表（医療職給料表（一）を除く。）についても、所要の改定
・ 再任用職員の給料月額については、再任用職員以外の職員の給料月額の改定に準じた改定
・ 経過措置（現給保障）　平成27年４月１日～平成30年３月31日
・ 地域手当は、県内の支給地域である金沢市及び内灘町について、級地区分は６級地から７級地としたが、支
給割合は変更なし
・ 給料等の1.5%の減額支給措置の廃止（平成30年３月31日）
・ 管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施

　　⑸　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在）
　　　ア　一般行政職

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）
石 川 県 42.8 歳 328,154 円 422,510 円 360,858 円

　　　イ　技能労務職

区　　分 平均年齢 職　員　数 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国比較ベース）

石 川 県 55.0 歳 111 人 302,157 円 346,191 円 314,677 円

う ち 用 務 員 59.6 2 285,900 288,100 285,900
うち自動車運転手 56.7 48 312,365 367,549 325,990
う ち 守 衛 ＊ 1 ＊ ＊ ＊
うち学校給食員 54.1 3 340,400 359,549 349,349

　※個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人の場合は「アスタリスク（＊）」としています。
　　　ウ　高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
石 川 県 44.0 歳 375,022 円 419,194 円

　　　エ　小・中学校（幼稚園）教育職

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
石 川 県 40.9 歳 360,480 円 396,180 円

　　　オ　警察職

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）
石 川 県 37.7 歳 335,632 円 459,875 円 368,055 円

　（注）１　「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等の全

ての諸手当の額を合計したものです。
　　　　 　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等

を除いたもの）で算出しています。
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　　⑷　給与制度の総合的見直しの実施状況について

　一般職の給与については、給与制度の総合的見直しを次のとおり実施（平成27年４月１日から実施）
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・ 地域手当は、県内の支給地域である金沢市及び内灘町について、級地区分は６級地から７級地としたが、支
給割合は変更なし
・ 給料等の1.5%の減額支給措置の廃止（平成30年３月31日）
・ 管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施

　　⑸　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在）
　　　ア　一般行政職

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）
石 川 県 42.8 歳 328,154 円 422,510 円 360,858 円

　　　イ　技能労務職

区　　分 平均年齢 職　員　数 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国比較ベース）

石 川 県 55.0 歳 111 人 302,157 円 346,191 円 314,677 円

う ち 用 務 員 59.6 2 285,900 288,100 285,900
うち自動車運転手 56.7 48 312,365 367,549 325,990
う ち 守 衛 ＊ 1 ＊ ＊ ＊
うち学校給食員 54.1 3 340,400 359,549 349,349

　※個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人の場合は「アスタリスク（＊）」としています。
　　　ウ　高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
石 川 県 44.0 歳 375,022 円 419,194 円

　　　エ　小・中学校（幼稚園）教育職

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額
石 川 県 40.9 歳 360,480 円 396,180 円

　　　オ　警察職

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）
石 川 県 37.7 歳 335,632 円 459,875 円 368,055 円

　（注）１　「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。
　　　２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等の全

ての諸手当の額を合計したものです。
　　　　 　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等

を除いたもの）で算出しています。
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　　⑹　職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　分 石　　川　　県 国

一 般 行 政 職
大　学　卒 220,500 円 220,000 円

高　校　卒 188,500 188,000

技 能 労 務 職
高　校　卒 186,100 －
中　学　卒 － －

高等学校教育職
大　学　卒 246,900 －
高　校　卒 200,400 －

小・中学校教育職
大　学　卒 246,900 －
高　校　卒 200,400 －

警 察 職
大　学　卒 252,400 251,800
高　校　卒 216,900 216,400

　　⑺　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大 学 卒 284,857 円 355,935 円 373,785 円 376,098 円

高 校 卒 254,030 328,492 342,200 360,143

技能労務職
高 校 卒 244,500 259,000 －（該当者なし） 311,733
中 学 卒 －（該当者なし） －（該当者なし） －（該当者なし） －（該当者なし）

高 等 学 校
教 育 職

大 学 卒 343,481 407,415 429,354 446,235
高 校 卒 －（該当者なし） －（該当者なし） －（該当者なし） －（該当者なし）

小・中学校
教 育 職

大 学 卒 338,234 399,208 420,964 433,329
高 校 卒 －（該当者なし） －（該当者なし） 409,760 410,384

警 察 職
大 学 卒  301,345  384,685  417,776  429,394 
高 校 卒  284,988  353,369  390,820  390,700 

　　⑻　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和７年４月１日現在）

区分 基準となる職務 職員数 構成比 １号給の
給料月額

最高号給の
給 料 月 額

９級 本庁の部長又は局長  27 
人

0.71 
％
 511,400 

円
 542,200 

円

８級 困難な業務を行う本庁の部次長又は局次長  1 0.02  459,400  489,700 

７級 本庁の部次長又は局次長
本庁の困難な業務を行う課長  70 1.86  409,300  452,000 

６級 本庁の課長又は担当課長  198 5.26  356,100  416,700 

５級 課参事、課長補佐
困難な業務を行う主幹  910 24.16  322,100  399,200 

４級 主幹、困難な業務を行う専門員又は主査  655 17.39  299,500  387,000 

３級 専門員又は主査、主任主事又は主任技師  962 25.54  265,900  355,600 

２級 主事・技師  408 10.83  230,600  309,200 

１級 主事・技師  536 14.23  183,900  258,700 

　（注）１　石川県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２　基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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　　⑽　昇給への人事評価の活用状況

令和６年度中における運用 管　理　職　員 一　般　職　員
イ　人事評価を活用している ○ ○

活用している昇給区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分
　上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○
　上位、標準の区分
　標準、下位の区分
　標準の区分のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない
　活用予定時期

　　⑾　職員の手当の状況
　　　ア　期末手当・勤勉手当

石　　　　　川　　　　　県 国
１人当たり平均支給額（令和６年度） 1,730 千円 －
（令和６年度支給割合）
　　　　　期末手当　　　　　　  勤勉手当
　　　　　　2.50　月分　　　　　　2.10　月分
　　　　　（1.400）月分　　　　　（1.000）月分

（令和６年度支給割合）
　　　　　期末手当　　　　　　  勤勉手当
　　　　　　2.50　月分　　　　　　2.10　月分
　　　　　（1.400）月分　　　　　（1.000）月分

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　・役職加算　　５～20％
　　・管理職加算　15～25％

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　・役職加算　　５～20％
　　・管理職加算　10～25％

　（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
　　○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

令和６年度中における運用 管　理　職　員 一　般　職　員
イ　人事評価を活用している ○ ○

活用している成績率 支給可能な
成　績　率

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成　績　率

支給実績が
ある成績率

　上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○
　上位、標準の成績率
　標準、下位の成績率
　標準の成績率のみ（一律）

ロ　人事評価を活用していない
　活用予定時期

　　　イ　退職手当（令和７年４月１日現在）

石　　　　　川　　　　　県 国
（支給率）　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年
勤続20年  19.6695月分   24.586875月分 
勤続25年  28.0395月分   33.27075月分 
勤続35年  39.7575月分   47.709月分 
最高限度額  47.709月分   47.709月分 
１人当たり平均支給額  3,797千円  22,385千円

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年
勤続20年  19.6695月分   24.586875月分 
勤続25年  28.0395月分   33.27075月分 
勤続35年  39.7575月分   47.709月分 
最高限度額  47.709月分   47.709月分 

　（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。



8 令和７年９月 30 日（火曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

　　　ウ　地域手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算見込）  1,112,316 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込）  133,307 　円
支 給 対 象 地 域 支　給　率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東 京 都 特 別 区 20 ％ 24 人 20 ％

大 阪 市 16 6 16
名 古 屋 市 14 1 14
金 沢 市 3 8,215 3
内 灘 町 2 196 2
医 師 及 び 歯 科 医 師 16 176 16
上 記 以 外 の 市 町 0 7,670 0
平　均　支　給　率 1.75 － 1.75

地域手当補正後ラスパイレス指数
　（ラスパイレス指数）

99.5
（99.5）

　（注） 　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計から給与を支給されている一般職の
職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率です。

　　　エ　特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算見込） 668,533 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込） 121,862 　円
職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度見込） 40.0 　％
手当の種類（手当数） 43

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和６年度決 算 見 込）
左記職員に対する
支　給　単　価

県税事務手当 県税の賦課及び徴収
業務に従事する職員

主として県税の賦課及び徴収
等 14,322千円

日額　800円
（管理職手当受給者

日額　220円）

消防訓練業務手当 消防学校に勤務する
職員

消防訓練業務（実技訓練に限
る。） 309千円 日額　550円

社会福祉業務手当

保健福祉センター、
こころの健康センタ
ーの社会福祉業務の
現業従事者等

社会福祉業務の現業等

19,413千円

月額　9,800円
（ 医療職給料表（三）
適用者
月額　4,900円）

（随時補助する職員
日額　300円）

児童相談所に勤務す
る児童福祉司、児童
心理司、保健師等

児童の一時保護業務等
月額　20,000円
（随時補助する職員 

日額　300円）

家畜保健衛生業務手
当

家畜保健衛生所に勤
務する獣医師 家畜保健衛生業務

4,396千円

月額　20,000円
（管理職手当受給者
月額　12,000円）

家畜保健衛生所等に
勤務する職員

種雄牛・豚の精液採取等のた
め、種雄牛・豚を御する作業 日額　230円

感染症防疫等作業手
当

対象業務に従事する
職員

感染症予防法に規定する感染
症患者等の救護、看護等の作
業、付着物の処理作業

66千円

日額　300円

ＨＩＶ又はＣ型肝炎ウイルス
感染症患者等への注射、抜歯
等の作業（県営病院勤務者に
限る。）

日額　230円

口蹄疫、豚熱、高病原性鳥イ
ンフルエンザ、低病原性鳥イ
ンフルエンザのまん延防止の
ために行う家畜のと殺、死体
の焼却、埋却、畜舎等の消毒

日額　380円
（口蹄疫まん延防止
のために行う牛のと
殺、豚熱まん延防止
のために行う豚のと
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　　　ウ　地域手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算見込）  1,112,316 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込）  133,307 　円
支 給 対 象 地 域 支　給　率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東 京 都 特 別 区 20 ％ 24 人 20 ％

大 阪 市 16 6 16
名 古 屋 市 14 1 14
金 沢 市 3 8,215 3
内 灘 町 2 196 2
医 師 及 び 歯 科 医 師 16 176 16
上 記 以 外 の 市 町 0 7,670 0
平　均　支　給　率 1.75 － 1.75

地域手当補正後ラスパイレス指数
　（ラスパイレス指数）

99.5
（99.5）

　（注） 　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計から給与を支給されている一般職の
職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率です。

　　　エ　特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算見込） 668,533 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込） 121,862 　円
職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度見込） 40.0 　％
手当の種類（手当数） 43

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和６年度決 算 見 込）
左記職員に対する
支　給　単　価

県税事務手当 県税の賦課及び徴収
業務に従事する職員

主として県税の賦課及び徴収
等 14,322千円

日額　800円
（管理職手当受給者

日額　220円）

消防訓練業務手当 消防学校に勤務する
職員

消防訓練業務（実技訓練に限
る。） 309千円 日額　550円

社会福祉業務手当

保健福祉センター、
こころの健康センタ
ーの社会福祉業務の
現業従事者等

社会福祉業務の現業等

19,413千円

月額　9,800円
（ 医療職給料表（三）
適用者
月額　4,900円）

（随時補助する職員
日額　300円）

児童相談所に勤務す
る児童福祉司、児童
心理司、保健師等

児童の一時保護業務等
月額　20,000円
（随時補助する職員 

日額　300円）

家畜保健衛生業務手
当

家畜保健衛生所に勤
務する獣医師 家畜保健衛生業務

4,396千円

月額　20,000円
（管理職手当受給者
月額　12,000円）

家畜保健衛生所等に
勤務する職員

種雄牛・豚の精液採取等のた
め、種雄牛・豚を御する作業 日額　230円

感染症防疫等作業手
当

対象業務に従事する
職員

感染症予防法に規定する感染
症患者等の救護、看護等の作
業、付着物の処理作業

66千円

日額　300円

ＨＩＶ又はＣ型肝炎ウイルス
感染症患者等への注射、抜歯
等の作業（県営病院勤務者に
限る。）

日額　230円

口蹄疫、豚熱、高病原性鳥イ
ンフルエンザ、低病原性鳥イ
ンフルエンザのまん延防止の
ために行う家畜のと殺、死体
の焼却、埋却、畜舎等の消毒

日額　380円
（口蹄疫まん延防止
のために行う牛のと
殺、豚熱まん延防止
のために行う豚のと
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作業 殺　日額　760円）
豚熱のまん延防止のために行
う野生イノシシの死体の運
搬、埋却、捕獲現場等の消毒
作業

日額　290円

狂犬病予防法等に規定する抑
留、捕獲、咬こう傷犬の診
断、引取り処分の作業

日額　300円
（捕獲作業は800円）

衛生検査業務等手当

保健所、病院、保健
環境センター等に勤
務する臨床検査技師
又は衛生検査技師

専ら臨床検査業務又は衛生検
査業務

954千円

月額　7,000円

病院に勤務し、臨床
検査業務又は衛生検
査業務に従事する職
員

死体解剖の補助作業 １体　3,500円

保健所に勤務する保
健師 ＨＩＶ抗体検査の採血業務 日額　230円

機能訓練業務手当

中央病院又はリハビ
リテーションセン
ターに勤務する理学
療法士、作業療法
士、あん摩マッサー
ジ指圧師等

機能訓練業務
月額　7,000円
（あん摩マッサージ
指圧師
　月額　5,000円）

放射線業務手当

病院、保健所等に勤
務する診療放射線技
師及び診療エックス
線技師等

エックス線その他の放射線を
人体に対して照射する作業

117千円

月額　給料の8/100
（管理職手当受給者

5/100）
（保健所等職員　
　日額　1,400円）

工業試験場に勤務す
る職員

エックス線照射による試験研
究業務 日額　230円

診療業務手当

本庁健康福祉部、病
院、保健所、リハビ
リテーションセン
ター等に勤務する医
師、歯科医師

診療又は医学的判定事務 13,260千円 月額
50,000円～ 70,000円

結核患者等接触業務
手当

病院、保健所等に勤
務する職員

結核患者の診療、看護、病原
菌検査等結核患者又は結核菌
に接触する業務

32千円
看護師
日額　220円
医師等
日額　180円

夜間看護等業務手当 病院に勤務する看護
師等

深夜（午後10時後翌日午前５
時前）業務

深夜の勤務時間によ
り　１回
　2,150円～ 7,300円

分べん業務手当 病院に勤務する医師 分べん業務 870千円 １回　10,000円

看護職員等処遇改善
手当

中央病院に勤務する
看護師等、こころの
病院に勤務する看護
補助者又は泉こども
園に勤務する職員

1,125千円 月額
　3,200円～ 11,200円

精神保健福祉活動業
務手当

保健所等に勤務する
職員

精神障害者の鑑定の立会い又
は護送の業務

116千円
日額　300円

保健所に勤務する保
健師等 在宅精神病患者の訪問指導 日額　230円

有毒薬物等取扱作業
手当

農林総合研究セン
ター、県営病院等に
勤務する職員

毒物及び劇物取締法に規定す
る毒物又は劇物を使用して行
う化学的試験研究、病害虫防
除、滅菌又は調剤の作業等

1,158千円 日額　230円

職業訓練業務手当
産業技術専門校又は
障害者職業能力開発
校に勤務する職員

職業訓練業務及び随時補助 10,666千円

月額　給料の10/100
（管理職手当受給者

4/100）
（随時補助する職員

　日額　230円）
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潜水作業手当
水産総合センター等
に勤務する職員又は
警察職員

潜水作業 5千円
潜水深度により
１時間
　310円～ 1,500円

漁労指導等作業手当
漁業調査指導船、漁
業取締船又は警察警
備艇に乗船する職員

漁労若しくはその指導、漁業
取締り又は海上警備等の作業 554千円 日額　300円

用地取得等交渉業務
手当

用地取得の業務に従
事する職員

土地の取得等に係る現地にお
ける交渉又は事業の施行によ
り生ずる損失の補償に係る現
地における交渉（土地の取得
等に係る交渉に該当するもの
を除く。）の業務で知事が定
めるもの

1,514千円 日額　1,000円
（深夜　1,500円）

特殊現場作業手当 対象業務に従事する
職員

地上又は水上５m以上の足場
の不安定な箇所、40度以上の 
急傾斜で高低差 10 m 以上の 
箇所等の特殊現場における調
査、測量等の作業、トンネル
の坑内でトンネル掘り作業に
関する調査、測量、監督又は
検査の作業、工事現場におい
て爆発物を取り扱う作業、土
砂の崩落、雪崩若しくは落石
の危険が現存する箇所又は防
護措置をしてもなおそのおそ
れのある箇所における測量、
調査、監督又は検査の作業、
交通を遮断することなく行う
道路の測量、調査、監督、検
査又は維持補修作業、火薬類
や高圧ガスの製造施設又は火
薬庫の保安検査、立入検査等
の作業、ダム本体内で行う点
検作業、ダム湖の水面上で行
う流木等の除去作業又は堆積
土砂等の調査作業等、積雪寒
冷特別地域における道路交通
の確保に関する特別措置法に
おいて行う除雪作業で、除雪
車による除雪作業及び午後５
時後翌日午前６時前における
作業、暴風雪、大雪警報発令
下での排雪等の作業、豪雨等
異常な自然現象により重大な
災害が発生するおそれがある
公共土木施設における巡回監
視、応急作業等、豪雨等異常
な自然現象により、重大な災
害が発生するおそれがある現
場において行う知事が認める
作業

15,140千円 日額
　200円～ 1,080円

特殊現場作業手当
（技能労務職員）

水産総合センターに
勤務する技能労務職
員

内水面増殖作業（水中におい
て行う淡水魚の選別又は取揚
げ、採卵等の作業）（10月１
日から３月31日までの期間に
限る。）

－ 日額　300円

港湾管理等業務手当
港湾事務所又は土木
総合事務所に勤務す
る職員

船舶に乗り込み行う、港湾の
区域内の管理又は監督の業務 75千円 日額　230円

航空業務手当 航空機に搭乗する職
員

操縦業務、捜索救難、災害発
生状況等の調査等 6,479千円 搭乗１時間

　1,900円～ 5,100円

捜査等作業手当 警察職員 犯罪の予防若しくは捜査又は
被疑者の逮捕の作業 36,780千円 日額　560円

犯罪鑑識業務手当 警察職員
指紋、手口若しくは写真を利
用し、又は理化学等の知識を
利用する犯罪鑑識作業

1,789千円

犯罪現場に臨場して
の作業
日額　560円
その他
日額　280円
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潜水作業手当
水産総合センター等
に勤務する職員又は
警察職員

潜水作業 5千円
潜水深度により
１時間
　310円～ 1,500円

漁労指導等作業手当
漁業調査指導船、漁
業取締船又は警察警
備艇に乗船する職員

漁労若しくはその指導、漁業
取締り又は海上警備等の作業 554千円 日額　300円

用地取得等交渉業務
手当

用地取得の業務に従
事する職員

土地の取得等に係る現地にお
ける交渉又は事業の施行によ
り生ずる損失の補償に係る現
地における交渉（土地の取得
等に係る交渉に該当するもの
を除く。）の業務で知事が定
めるもの

1,514千円 日額　1,000円
（深夜　1,500円）

特殊現場作業手当 対象業務に従事する
職員

地上又は水上５m以上の足場
の不安定な箇所、40度以上の 
急傾斜で高低差 10 m 以上の 
箇所等の特殊現場における調
査、測量等の作業、トンネル
の坑内でトンネル掘り作業に
関する調査、測量、監督又は
検査の作業、工事現場におい
て爆発物を取り扱う作業、土
砂の崩落、雪崩若しくは落石
の危険が現存する箇所又は防
護措置をしてもなおそのおそ
れのある箇所における測量、
調査、監督又は検査の作業、
交通を遮断することなく行う
道路の測量、調査、監督、検
査又は維持補修作業、火薬類
や高圧ガスの製造施設又は火
薬庫の保安検査、立入検査等
の作業、ダム本体内で行う点
検作業、ダム湖の水面上で行
う流木等の除去作業又は堆積
土砂等の調査作業等、積雪寒
冷特別地域における道路交通
の確保に関する特別措置法に
おいて行う除雪作業で、除雪
車による除雪作業及び午後５
時後翌日午前６時前における
作業、暴風雪、大雪警報発令
下での排雪等の作業、豪雨等
異常な自然現象により重大な
災害が発生するおそれがある
公共土木施設における巡回監
視、応急作業等、豪雨等異常
な自然現象により、重大な災
害が発生するおそれがある現
場において行う知事が認める
作業

15,140千円 日額
　200円～ 1,080円

特殊現場作業手当
（技能労務職員）

水産総合センターに
勤務する技能労務職
員

内水面増殖作業（水中におい
て行う淡水魚の選別又は取揚
げ、採卵等の作業）（10月１
日から３月31日までの期間に
限る。）

－ 日額　300円

港湾管理等業務手当
港湾事務所又は土木
総合事務所に勤務す
る職員

船舶に乗り込み行う、港湾の
区域内の管理又は監督の業務 75千円 日額　230円

航空業務手当 航空機に搭乗する職
員

操縦業務、捜索救難、災害発
生状況等の調査等 6,479千円 搭乗１時間

　1,900円～ 5,100円

捜査等作業手当 警察職員 犯罪の予防若しくは捜査又は
被疑者の逮捕の作業 36,780千円 日額　560円

犯罪鑑識業務手当 警察職員
指紋、手口若しくは写真を利
用し、又は理化学等の知識を
利用する犯罪鑑識作業

1,789千円

犯罪現場に臨場して
の作業
日額　560円
その他
日額　280円
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交通捜査取締業務手
当 警察職員 道路上における交通事件事故

の捜査、交通取締り等の作業 11,926千円 日額
　250円～ 1,260円

遭難救助等作業手当 警察職員

異常な自然現象若しくは大規
模な事故により重大な災害が
発生した箇所又はその周辺に
おける遭難者等の捜索救助、
災害警備その他の危険又は困
難を伴う救援等の作業

70千円
業務内容により
日額
　640円～ 1,680円

遭難救助等作業手当
（東日本大震災等に
対処するための特
例）

警察職員

東京電力福島第一原子力発電
所及び特定原子力事業所周辺
での作業

－

業務内容により
日額
　660円～ 40,000円

遭難救助等作業手当の一部加
算

業務内容により
日額
　840円～ 1,680円

看守業務手当 警察職員
留置施設又は保護室等におけ
る収容者の看守業務、被疑者
等の護送作業

5,372千円 日額　270円

死体取扱作業手当 警察職員

人の死体の検視又は見分等の
作業

24,928千円

１体
1,600円又は3,200円

人の死体の解剖の補助又は立
会作業 １体　3,200円

警ら業務手当 警察職員 警ら又は巡回連絡等の作業 45,391千円

無線警ら車による警
ら
日額　420円
その他
日額　340円

夜間特殊業務手当 交替制勤務を行う警
察職員

深夜（午後10時後翌日午前５
時前）において行う警ら等の
業務

77,007千円
勤務時間により
勤務１回
　　410円～ 1,100円

爆発物等処理作業手
当 警察職員

爆発物、特殊危険物質等に対
して行う識別、認定作業、搬
送解体作業等

－

処理１件あたり
　5,200円

特殊危険物質による
被害の危険区域内作
業
日額　250円

核原料物質輸送警備
業務手当 警察職員

核原料物質を輸送する車両等
に追従し、又は先導して行う
輸送警備業務

－ 日額　640円

緊急呼出捜査等業務
手当

警部以下の警察官又
は警察官以外の警察
職員

突発的に発生した捜査業務、
交通取締業務等に従事するた
め、正規の勤務時間に引き続
かない時間に、緊急の呼出し
を受けて勤務することを命ぜ
られた場合で、従事した時間
帯の一部又は全部が午後９時
後翌日午前５時前の間である
とき

1,970千円 １回　1,240円

国外犯罪捜査情報収
集業務手当 警察職員

犯罪捜査のため、日本国外の
著しく危険な地域において行
う情報収集業務

－ 日額　1,100円

身辺警衛等業務手当 警察職員
天皇若しくは皇族の身辺警衛
又は内閣総理大臣、国賓等の
身辺警護の業務

532千円 日額
　640円又は1,150円

銃器犯罪捜査等業務
手当 警察職員

防弾装備を着装し、武器を携
帯して行われる犯人逮捕等の
業務

－ 業務内容により
日額　820～1,640円

多学年学級担当手当 教育職員
小学校又は中学校の２以上の
学年の児童又は生徒で編成さ
れている学級を担当し、当該
学級の授業又は指導に従事

1,001千円

３以上の学年編成の
授業又は指導
日額　350円
２の学年編成の授業
又は指導
日額　290円
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特殊授業手当

全日制課程若しくは昼間制の定時制課程の勤務を本
務とする教育職員が夜間制の定時制課程の勤務を行
う場合又は夜間制の定時制課程の勤務を本務とする
教育職員が全日制課程若しくは昼間制の定時制課程
の勤務を行う場合

230千円 １時間　1,000円

教員特殊業務手当

教育職給料表（一）
又は（二）の適用を
受ける教育職員のう
ち、その属する職務
の級が３級、２級又
は１級である者

学校の管理下において行う非
常災害時における児童又は生
徒の保護又は緊急の防災若し
くは復旧の業務等

288,380千円

日額　
7,500円又は8,000円

修学旅行等において児童又は
生徒を引率して行う指導業務
で泊を伴うもの

日額　5,100円

対外運動競技等において児童
又は生徒を引率して行う指導
業務で泊を伴うもの又は週休
日、休日等に行うもの

日額　5,100円

学校の管理下において行う部
活動における児童又は生徒に
対する指導業務で、週休日、
休日等又は正規の勤務時間が
４時間以内の日に行うもの

日額　2,700円

教育業務連絡指導手
当

教育職員のうち、教務その他の教育に関する業務に
ついての連絡調整及び指導助言に当たる主任等で、
その職務が困難であるとして教育委員会が定める業
務に従事する職員及びこれらの職員との権衡上必要
があると認められるものとして教育委員会が定める
職員

82,565千円 日額　200円

夜間学級担当手当 夜間に授業を行う学級を置く中学校に勤務する教育
職員のうち、夜間に勤務することを本務とする者 －

月額　給料の7/100
（管理職手当受給者

5/100）

　　　オ　時間外勤務手当

支給実績（令和６年度決算見込） 3,022,987 千円
職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込） 675 千円
支給実績（令和５年度決算見込） 3,287,447 千円
職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算見込） 775 千円

　　　カ　その他の手当（令和７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
国　の
制度と
の異同

国の制度と異なる内容
支給実績

（令和６年度決 算 見 込）
支 給 職 員
１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決 算 見 込）

扶養手当

○扶養親族のある職員に対し
て下記の区分により支給
・配偶者　　3,000円
・子　　　 11,500円
・父母等　　6,500円
（行政職給料表９級職員等に
ついては、配偶者、父母等　
支給なし）
・満16歳の年度始めから満22
歳の年度末までの子

　　１人 5,000円加算

同じ 1,283,461千円 247,820円

住居手当

○借家等居住者
・家賃が月額22,000円以下の
場合
　家賃－10,000円
・家賃が月額22,000円超の場
合
　（家賃－22,000円）×1/2

　　　　　　＋12,000円

異なる

○借家等居住者
・家賃が月額27,000円以下の
場合
　家賃－16,000円
・家賃が月額27,000円超の場
合
　（家賃－27,000円）×1/2

　＋11,000円

905,911千円 324,583円
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特殊授業手当

全日制課程若しくは昼間制の定時制課程の勤務を本
務とする教育職員が夜間制の定時制課程の勤務を行
う場合又は夜間制の定時制課程の勤務を本務とする
教育職員が全日制課程若しくは昼間制の定時制課程
の勤務を行う場合

230千円 １時間　1,000円

教員特殊業務手当

教育職給料表（一）
又は（二）の適用を
受ける教育職員のう
ち、その属する職務
の級が３級、２級又
は１級である者

学校の管理下において行う非
常災害時における児童又は生
徒の保護又は緊急の防災若し
くは復旧の業務等

288,380千円

日額　
7,500円又は8,000円

修学旅行等において児童又は
生徒を引率して行う指導業務
で泊を伴うもの

日額　5,100円

対外運動競技等において児童
又は生徒を引率して行う指導
業務で泊を伴うもの又は週休
日、休日等に行うもの

日額　5,100円

学校の管理下において行う部
活動における児童又は生徒に
対する指導業務で、週休日、
休日等又は正規の勤務時間が
４時間以内の日に行うもの

日額　2,700円

教育業務連絡指導手
当

教育職員のうち、教務その他の教育に関する業務に
ついての連絡調整及び指導助言に当たる主任等で、
その職務が困難であるとして教育委員会が定める業
務に従事する職員及びこれらの職員との権衡上必要
があると認められるものとして教育委員会が定める
職員

82,565千円 日額　200円

夜間学級担当手当 夜間に授業を行う学級を置く中学校に勤務する教育
職員のうち、夜間に勤務することを本務とする者 －

月額　給料の7/100
（管理職手当受給者

5/100）

　　　オ　時間外勤務手当

支給実績（令和６年度決算見込） 3,022,987 千円
職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込） 675 千円
支給実績（令和５年度決算見込） 3,287,447 千円
職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算見込） 775 千円

　　　カ　その他の手当（令和７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
国　の
制度と
の異同

国の制度と異なる内容
支給実績

（令和６年度決 算 見 込）
支 給 職 員
１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決 算 見 込）

扶養手当

○扶養親族のある職員に対し
て下記の区分により支給
・配偶者　　3,000円
・子　　　 11,500円
・父母等　　6,500円
（行政職給料表９級職員等に
ついては、配偶者、父母等　
支給なし）
・満16歳の年度始めから満22
歳の年度末までの子

　　１人 5,000円加算

同じ 1,283,461千円 247,820円

住居手当

○借家等居住者
・家賃が月額22,000円以下の
場合
　家賃－10,000円
・家賃が月額22,000円超の場
合
　（家賃－22,000円）×1/2

　　　　　　＋12,000円

異なる

○借家等居住者
・家賃が月額27,000円以下の
場合
　家賃－16,000円
・家賃が月額27,000円超の場
合
　（家賃－27,000円）×1/2

　＋11,000円

905,911千円 324,583円
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　（最高支給限度額
28,000円）

　（最高支給限度額
　28,000円）

通勤手当

○交通機関を利用し運賃等を
負担している職員
ア　１か月当たりの支給額
　　（最高支給限度額

150,000円）
・運賃相当額が150,000円以内
　　全額支給
・運賃相当額が150,000円超
　　150,000円
イ　支給方法
　　支給単位期間に応じ支給
単位期間の最初の月の給料支
給日に一括して支給
（支給単位期間）
・定期券を使用することが最
も経済的かつ合理的な場合：
定期券の最長通用期間（６か
月限度）に相当する期間
・回数乗車券等を使用するこ
とが最も経済的かつ合理的な
場合：１か月間
○交通用具等を使用している
職員
　距離に応じて支給
　１か月　2,200円～51,100円

異なる

○交通用具等を使用している
職員
　距離に応じて支給
　１か月　2,000円～31,600円

1,276,980千円 105,527円

管 理 職
手 当

○管理又は監督の地位にある
職員について、その特殊性に
基づいて支給
・支給額
　給料表の別に、職務の級及
び区分に応じて、

25,000円～ 137,700円
　再任用職員

16,800円～ 115,900円

同じ 937,911千円 673,303円

初 任 給
調整手当

○専門知識を必要とし、か
つ、採用による欠員の補充が
困難な職員に支給
（医師・歯科医師）
　採用後35年以内の期間、採
用から１年経過ごとにその額
を減じて支給
・支給額
勤務する地域、採用からの年
数に応じて
月額416,600円～ 18,200円
（獣医師）
　採用後15年以内の期間、採
用から１年経過ごとにその額
を減じて支給
・支給額
　採用からの年数に応じて
　月額50,800円～ 6,300円

異なる 獣医師を支給対象としている 68,277千円 1,896,583円

特地勤務
手 当

○離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する公署に勤
務する職員に支給
・支給額
　給料及び扶養手当の合計額
に勤務する地域の級地に応じ
た支給割合を乗じて得た額
　１級地４％、２級地８％、
　３級地12％、４級地16％、
　５級地20％、６級地25％

同じ 646千円 215,333円
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へ き 地
手 当

○離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する学校等に
勤務する教員及び職員に支給
・支給額
　給料及び扶養手当の合計額
に勤務する地域の級地に応じ
た支給割合を乗じて得た額
　準ずる地域４％、１級地８％、
　２級地12％、３級地16％、
　４級地20％、５級地25％

24,036千円 500,750円

休日勤務
手 当

○休日における正規の勤務時
間内に勤務を命ぜられた職員
の勤務した時間に対して、時
間外勤務手当と同様の計算に
より支給
・割増率　135/100

同じ 411,996千円 393,501円

夜間勤務
手 当

○深夜（午後10時後翌日午前
５時前）に正規の勤務時間と
して勤務をした時間につい
て、時間外勤務手当と同様の
計算により支給
・割増率　25/100

同じ 153,490千円 208,830円

宿 日 直
手 当

○正規の勤務時間以外の時
間、休日及び特別休暇日にお
いて、本来の勤務に従事しな
いで行う庁舎、設備、備品、
書類等の保全、外部との連
絡、文書の収受及び庁内の監
視等を目的とする宿日直勤務
を命ぜられた職員に支給
・勤務施設、用務内容及び勤
務時間に応じて
　１回　2,200円～ 31,500円

同じ 331,797千円 284,560円

寒 冷 地
手 当

○毎年11月から翌年３月まで
の各月の初日において寒冷地
域等に在勤する職員に支給
・職員の世帯等の状況に応じ
て
　月額　8,200円～ 19,800円

同じ 1,091千円 64,176円

定 時 制
通信教育
手 当

○高等学校の定時制・通信制
に勤務する教育職員に支給
・給料月額の６～７%
　（管理職手当受給者は５%）

37,116千円 311,899円

産業教育
手 当

○実習を伴う農業、水産、工
業又は商船に係る産業教育に
従事する高等学校の教員及び
実習助手に支給
・給料月額の６～７%
　（定時制通信教育手当

　受給者は４%）

44,486千円 320,043円

農林漁業
普及指導
手 当

○農業、林業及び水産業の普
及指導事業に従事する職員
（普及指導員）に支給
・行政職給料表の職務の級に
応じて
　月額　16,000円～ 20,000円
（管理職手当受給者を除く。）

19,575千円 227,616円

義務教育
等 教 員
特別手当

○小中学校、高等学校及び特
別支援学校に勤務する教育職
員に支給
・職務の級及び号給に応じて
　月額　2,000円～ 8,000円

500,276千円 63,430円
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へ き 地
手 当

○離島その他の生活の著しく
不便な地に所在する学校等に
勤務する教員及び職員に支給
・支給額
　給料及び扶養手当の合計額
に勤務する地域の級地に応じ
た支給割合を乗じて得た額
　準ずる地域４％、１級地８％、
　２級地12％、３級地16％、
　４級地20％、５級地25％

24,036千円 500,750円

休日勤務
手 当

○休日における正規の勤務時
間内に勤務を命ぜられた職員
の勤務した時間に対して、時
間外勤務手当と同様の計算に
より支給
・割増率　135/100

同じ 411,996千円 393,501円

夜間勤務
手 当

○深夜（午後10時後翌日午前
５時前）に正規の勤務時間と
して勤務をした時間につい
て、時間外勤務手当と同様の
計算により支給
・割増率　25/100

同じ 153,490千円 208,830円

宿 日 直
手 当

○正規の勤務時間以外の時
間、休日及び特別休暇日にお
いて、本来の勤務に従事しな
いで行う庁舎、設備、備品、
書類等の保全、外部との連
絡、文書の収受及び庁内の監
視等を目的とする宿日直勤務
を命ぜられた職員に支給
・勤務施設、用務内容及び勤
務時間に応じて
　１回　2,200円～ 31,500円

同じ 331,797千円 284,560円

寒 冷 地
手 当

○毎年11月から翌年３月まで
の各月の初日において寒冷地
域等に在勤する職員に支給
・職員の世帯等の状況に応じ
て
　月額　8,200円～ 19,800円

同じ 1,091千円 64,176円

定 時 制
通信教育
手 当

○高等学校の定時制・通信制
に勤務する教育職員に支給
・給料月額の６～７%
　（管理職手当受給者は５%）

37,116千円 311,899円

産業教育
手 当

○実習を伴う農業、水産、工
業又は商船に係る産業教育に
従事する高等学校の教員及び
実習助手に支給
・給料月額の６～７%
　（定時制通信教育手当

　受給者は４%）

44,486千円 320,043円

農林漁業
普及指導
手 当

○農業、林業及び水産業の普
及指導事業に従事する職員
（普及指導員）に支給
・行政職給料表の職務の級に
応じて
　月額　16,000円～ 20,000円
（管理職手当受給者を除く。）

19,575千円 227,616円

義務教育
等 教 員
特別手当

○小中学校、高等学校及び特
別支援学校に勤務する教育職
員に支給
・職務の級及び号給に応じて
　月額　2,000円～ 8,000円

500,276千円 63,430円
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単身赴任
手 当

○公署を異にする異動等によ
り住居を移転し、やむを得な
い事情により配偶者と別居す
ることとなった職員で、異動
等の前の住居から通勤するこ
とが困難と認められる者のう
ち、単身で生活することを常
況とする職員に支給
・月額　30,000円
　（職員の住居と配偶者の住
居との距離（交通距離100 ～
2,500㎞）に応じて月額8,000
円～ 70,000円加算）

同じ 71,223千円 395,683円

在宅勤務
等 手 当

○住居その他これに準ずる場
所で、３か月以上継続して、
１か月当たり平均10日を超え
て正規の勤務時間の全部を勤
務することを命ぜられた職員
に支給
・月額　3,000円

同じ － －

管理職員
特別勤務
手 当

○管理職手当を支給されてい
る職員が、⑴臨時又は緊急の
必要その他の公務の運営の必
要により、週休日又は祝日法
による休日若しくは年末年始
の休日に勤務した場合、⑵災
害への対処その他臨時又は緊
急の必要により週休日等以外
の日の午後10時から午前５時
までの間に勤務した場合に支
給
・管理職手当支給区分及び勤
務時間に応じて
　勤務１回当たり
　　3,000円～ 18,000円　

同じ 43,631千円 249,320円

災害派遣
手 当

○災害応急対策若しくは災害
復旧又は復興計画の作成等の
ため、県内に派遣され、住居
を離れその地に滞在する職員
に支給
・滞在期間及び滞在施設に応
じて
　１日につき
　　3,970円～ 6,620円

同じ 192,797千円 634,201円

武力攻撃
災 害 等
派遣手当

○武力攻撃事態等における国
民の保護のための措置を実施
するため、県内に派遣され、
住居を離れその地に滞在する
職員に支給
・滞在期間及び滞在施設に応
じて
　１日につき
　　3,970円～ 6,620円

同じ － －

特定新型
インフル
エンザ等
対策派遣
手 当

○特定新型インフルエンザ等
対策を実施するため、県内に
派遣され、住居を離れその地
に滞在する職員に支給
・滞在期間及び滞在施設に応
じて
　１日につき
　　3,970円～ 6,620円

同じ － －
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　　⑿　特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　　分 給　　　料　　　月　　　額　　　等
給 

料
知 事   910,000 円（1,300,000 円）
副 知 事 1,020,000 円

報

　酬

議 長   910,000 円
副 議 長   860,000 円
議 員   780,000 円

期
末
手
当

知 事
（令和６年度支給割合）　　3.45月分

副 知 事
議 長

（令和６年度支給割合）　　3.45月分副 議 長
議 員

退
職
手
当

　　　　（算定方式）　　　　　（１期の手当額）　（支給時期）
知 事 130万円×在職月数×50／100　　　15,600,000円　　　任期毎

（ 31,200,000円）
副 知 事 102万円×在職月数×36／100　　　17,625,600円　　　任期毎

　（注）１ 　知事の給料については、30％減額しており、（　）内は減額前の金額です。
　　　２　知事の期末手当額は、上記支給割合により計算された額の30％を減額して支給しています。
　　　３ 　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤め

た場合における退職手当の見込額です。
　　　４　知事の退職手当の見込額は、上記の支給割合により計算された額の50％を減額した額です。
　４　公営企業職員の状況
　　　水道用水供給事業
　　⑴　職員給与費の状況
　　　　決算（見込）

区　分
総　費　用
　　　　Ａ

純損益又は
実 質 収 支

職員給与費
　　　　Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率
　　　　Ｂ／Ａ

（参考）
令和５年度の総費用に
占める職員給与費比率

令和６年度
千円 千円 千円 ％ ％

5,229,041 94,792 505,663 9.7 9.2

区分
職員数
　　A

給　　　　　与　　　　　費 一人当たり給与費
　　　　Ｂ／Ａ

（参考）
令和５年度の都道府県
平均一人当たり給与費給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

令　和
６年度

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

51 190,748 58,265 78,271 327,284 6,417 6,923

　（注）１　職員手当には、退職給付費を含んでいません。
　　　２　職員数については、令和７年３月31日現在の人数です。
　　　３ 　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、会計年度任

用職員は含んでいません。
　　⑵　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　分 平　均　年　齢 基　　本　　給 平 均 月 収 額
石　　　　川　　　　県 45.1 歳 353,000 円 536,178 円
団　　体　　平　　均 44.6 歳 359,974 円 575,747 円

　（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。
　　⑶　職員の手当の状況
　　　ア　期末手当・勤勉手当
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　　⑿　特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　　分 給　　　料　　　月　　　額　　　等
給 

料
知 事   910,000 円（1,300,000 円）
副 知 事 1,020,000 円

報

　酬

議 長   910,000 円
副 議 長   860,000 円
議 員   780,000 円

期
末
手
当

知 事
（令和６年度支給割合）　　3.45月分

副 知 事
議 長

（令和６年度支給割合）　　3.45月分副 議 長
議 員

退
職
手
当

　　　　（算定方式）　　　　　（１期の手当額）　（支給時期）
知 事 130万円×在職月数×50／100　　　15,600,000円　　　任期毎

（ 31,200,000円）
副 知 事 102万円×在職月数×36／100　　　17,625,600円　　　任期毎

　（注）１ 　知事の給料については、30％減額しており、（　）内は減額前の金額です。
　　　２　知事の期末手当額は、上記支給割合により計算された額の30％を減額して支給しています。
　　　３ 　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤め

た場合における退職手当の見込額です。
　　　４　知事の退職手当の見込額は、上記の支給割合により計算された額の50％を減額した額です。
　４　公営企業職員の状況
　　　水道用水供給事業
　　⑴　職員給与費の状況
　　　　決算（見込）

区　分
総　費　用
　　　　Ａ

純損益又は
実 質 収 支

職員給与費
　　　　Ｂ

総費用に占める
職員給与費比率
　　　　Ｂ／Ａ

（参考）
令和５年度の総費用に
占める職員給与費比率

令和６年度
千円 千円 千円 ％ ％

5,229,041 94,792 505,663 9.7 9.2

区分
職員数
　　A

給　　　　　与　　　　　費 一人当たり給与費
　　　　Ｂ／Ａ

（参考）
令和５年度の都道府県
平均一人当たり給与費給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　Ｂ

令　和
６年度

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

51 190,748 58,265 78,271 327,284 6,417 6,923

　（注）１　職員手当には、退職給付費を含んでいません。
　　　２　職員数については、令和７年３月31日現在の人数です。
　　　３ 　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）を含み、会計年度任

用職員は含んでいません。
　　⑵　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和７年４月１日現在）

区　　　　分 平　均　年　齢 基　　本　　給 平 均 月 収 額
石　　　　川　　　　県 45.1 歳 353,000 円 536,178 円
団　　体　　平　　均 44.6 歳 359,974 円 575,747 円

　（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。
　　⑶　職員の手当の状況
　　　ア　期末手当・勤勉手当
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石　　　川　　　県 一　般　行　政　職 団　　体　　平　　均
１人当たり平均支給額（令和６年度）
 1,505 千円

１人当たり平均支給額（令和６年度）
 1,683 千円

１人当たり平均支給額（令和５年度）
 1,657 千円

（令和６年度支給割合）
　　　期末手当　　　勤勉手当
　　  2.50　月分 　　2.10　月分
　  （1.400）月分  　（1.000）月分

（令和６年度支給割合）
　　　期末手当　　　勤勉手当
　　  2.50　月分 　　2.10　月分
　  （1.400）月分  　（1.000）月分

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加
算措置
　　・役職加算　　５～20％
　　・管理職加算　15～25％

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加
算措置
　　・役職加算　　５～20％
　　・管理職加算　15～25％

　（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。
　　　イ　退職手当（令和７年４月１日現在）

石　　　川　　　県 一　般　行　政　職 団　体　平　均
（支給率）　　 自己都合　　勧奨・定年
勤続20年 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分
最高限度額 47.709月分 47.709月分
１人当たり平均支給額 －千円 17,618千円

（支給率）　　 自己都合　　勧奨・定年
勤続20年 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分
最高限度額 47.709月分 47.709月分
１人当たり平均支給額 5,193千円 21,775千円

１人当たり平均支給額
（令和５年度）
 11,174千円

　（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、退職者が少ないため過去５年間の平均額です。
　　　　なお、一般行政職については、令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　ウ　地域手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算見込） 3,280 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込） 93,707 　円
支給対象地域 支　給　率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

金 沢 市 3 ％ 17 人 3 ％

内 灘 町 2 0 2
上 記 以 外 の 市 町 0 34 0

　　　エ　特殊勤務手当（令和７年４月１日現在）

支給実績（令和６年度決算見込） 1,257 千円
支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込） 36,978 　円
職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度見込） 66.7 　％
手当の種類（手当数） 3 　　

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和６年度決 算 見 込）
左記職員に対する
支　給　単　価

特殊現場作業手当
水道用水供給事業
の業務に従事する
企業職員

地上又は水面上５m以上の足場
の不安定な箇所におけるダム、
橋りょう、水門等の作業、ダム
又は洪水時の取水ダムにおける
除じん作業、高圧活線作業等の
特殊な現場における作業

1,091千円 日額　200円～1,080円

用地取得等交渉業
務手当

水道用水供給事業
の業務に従事する
企業職員

現地において行う用地取得の交
渉業務 22千円 日額　1,000円
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夜間水道業務手当 水道事務所に勤務
する職員

正規の勤務時間による勤務が深
夜（午後 10 時後翌日午前５時
前）において行われる水道機器
の運転、保守、監視等の業務

144千円 １回　1,000円

　　　オ　時間外勤務手当

支給実績（令和６年度決算見込） 27,856 千円
職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込） 696 千円
支給実績（令和５年度決算） 37,311 千円
職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 811 千円

　（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。
　　　カ　その他の手当（令和７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職の制度と
異　な　る　内　容

支 給 実 績

（令和６年度決 算 見 込）
支 給 職 員
１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決 算 見 込）

扶養手当

○扶養親族のある職員に対し
て下記の区分により支給
・配偶者　　3,000円　　
・子　　　 11,500円
・父母等　　6,500円
（行政職給料表９級職員等に
ついては、配偶者、父母等　
支給なし）
・満16歳の年度始めから満22
歳の年度末までの子
　１人5,000円加算

同じ 5,948千円 247,837円

住居手当

○借家等居住者
・家賃が月額22,000円以下の
場合
　家賃－10,000円
・家賃が月額22,000円超の場
合
　（家賃－22,000円）×1/2

　　　　＋12,000円
　（最高支給限度額

　　　28,000円）

同じ 4,823千円 301,466円

通勤手当

○交通機関を利用し運賃等を
負担している職員
ア　１か月当たりの支給額
　　（最高支給限度額

　　150,000円）
・運賃相当額が150,000円以内
　　全額支給
・運賃相当額が150,000円超
　　150,000円
イ　支給方法
　支給単位期間に応じ支給単
位期間の最初の月の給料支給
日に一括して支給
（支給単位期間）
・定期券を使用することが最
も経済的かつ合理的な場合：
定期券の最長通用期間（６か
月限度）に相当する期間
・回数乗車券等を使用するこ
とが最も経済的かつ合理的な
場合：１か月間
○交通用具等を使用している
職員
　距離に応じて支給
　１か月　2,200円～51,100円

同じ 5,422千円 117,862円
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夜間水道業務手当 水道事務所に勤務
する職員

正規の勤務時間による勤務が深
夜（午後 10 時後翌日午前５時
前）において行われる水道機器
の運転、保守、監視等の業務

144千円 １回　1,000円

　　　オ　時間外勤務手当

支給実績（令和６年度決算見込） 27,856 千円
職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算見込） 696 千円
支給実績（令和５年度決算） 37,311 千円
職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） 811 千円

　（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。
　　　カ　その他の手当（令和７年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行
政職の
制度と
の異同

一般行政職の制度と
異　な　る　内　容

支 給 実 績

（令和６年度決 算 見 込）
支 給 職 員
１人当たり
平均支給年額

（令和６年度決 算 見 込）

扶養手当

○扶養親族のある職員に対し
て下記の区分により支給
・配偶者　　3,000円　　
・子　　　 11,500円
・父母等　　6,500円
（行政職給料表９級職員等に
ついては、配偶者、父母等　
支給なし）
・満16歳の年度始めから満22
歳の年度末までの子
　１人5,000円加算

同じ 5,948千円 247,837円

住居手当

○借家等居住者
・家賃が月額22,000円以下の
場合
　家賃－10,000円
・家賃が月額22,000円超の場
合
　（家賃－22,000円）×1/2

　　　　＋12,000円
　（最高支給限度額

　　　28,000円）

同じ 4,823千円 301,466円

通勤手当

○交通機関を利用し運賃等を
負担している職員
ア　１か月当たりの支給額
　　（最高支給限度額

　　150,000円）
・運賃相当額が150,000円以内
　　全額支給
・運賃相当額が150,000円超
　　150,000円
イ　支給方法
　支給単位期間に応じ支給単
位期間の最初の月の給料支給
日に一括して支給
（支給単位期間）
・定期券を使用することが最
も経済的かつ合理的な場合：
定期券の最長通用期間（６か
月限度）に相当する期間
・回数乗車券等を使用するこ
とが最も経済的かつ合理的な
場合：１か月間
○交通用具等を使用している
職員
　距離に応じて支給
　１か月　2,200円～51,100円

同じ 5,422千円 117,862円
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管 理 職
手 当

○管理又は監督の地位にある
職員について、その特殊性に
基づいて支給
・支給額
　給料表の別に、職務の級及
び区分に応じて、　
　　　25,000円～ 137,700円
　再任用職員
　　　16,800円～ 115,900円

同じ 4,278千円 713,000円

初 任 給
調整手当

○特殊な専門知識を必要と
し、かつ、採用による欠員の
補充について特別な事情があ
ると認められる職に新たに採
用される職員に対して支給

同じ － －

特地勤務
手 当

○生活の著しく不便な地に所
在する事業所に勤務する職員
に支給
・支給額
　給料及び扶養手当の合計額
に勤務する地域の級地に応じ
た支給割合を乗じて得た額
　１級地４%、２級地８%、
　３級地12%、４級地16%、
　５級地20%、６級地25%

同じ － －

夜間勤務
手 当

○深夜（午後10時後翌日午前
５時前）に正規の勤務時間と
して勤務をした時間につい
て、時間外勤務手当と同様の
計算により支給
・割増率　25/100

同じ 487千円 60,880円

宿 日 直
手 当

○正規の勤務時間以外の時
間、休日及び特別休暇日にお
いて、本来の勤務に従事しな
いで行う機器等の監視、管理
を目的とする宿日直勤務を命
ぜられた職員に支給
・１回　5,100円

異なる

○正規の勤務時間以外の時
間、休日及び特別休暇日にお
いて、本来の勤務に従事しな
いで行う庁舎、設備、備品、
書類等の保全、外部との連
絡、文書の収受及び庁内の監
視等を目的とする宿日直勤務
を命ぜられた職員に支給
・勤務施設、用務内容及び勤
務時間に応じて
　１回　2,200円～ 31,500円

1,607千円 84,553円

寒 冷 地
手 当

○毎年11月から翌年３月まで
の各月の初日において寒冷地
域等に在勤する職員に支給
・職員の世帯等の状況に応じ
て
　月額　8,200円～ 19,800円

同じ 267千円 267,000円

単身赴任
手 当

○公署を異にする異動等によ
り住居を移転し、やむを得な
い事情により配偶者と別居す
ることとなった職員で、異動
等の前の住居から通勤するこ
とが困難と認められる者のう
ち、単身で生活することを常
況とする職員に支給
・月額　30,000円
（職員の住居と配偶者の住居
との距離（交通距離100 ～
2,500㎞）に応じて月額8,000
円～ 70,000円加算）

同じ － －
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管理職員
特別勤務
手 当

○管理職手当を支給されてい
る職員が、⑴臨時又は緊急の
必要その他の公務の運営の必
要により、週休日又は祝日法
による休日若しくは年末年始
の休日に勤務した場合、⑵災
害への対処その他臨時又は緊
急の必要により週休日等以外
の日の午後10時から午前５時
までの間に勤務した場合に支
給
・管理職手当支給区分及び勤
務時間に応じて
　勤務１回当たり
　　3,000円～ 18,000円

同じ 126千円 25,250円

　５　勤務時間その他の勤務条件の状況
　　⑴　勤務時間の状況
　　　 　職員の勤務時間は、原則として次のとおりですが、通勤混雑の緩和等を図るため時差通勤を実施していま

す。

勤 務 時 間 ８：30 ～ 17：15
休 憩 時 間 12：00 ～ 13：00

　（注） 　公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員（病院、各種施設、学校、警察本部
等）は、上記以外の勤務時間の割振りによります。

　　⑵　休暇の取得状況
　　　　職員の主な休暇は、次のとおりです。
　　　 　なお、職員の休暇は、石川県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例（昭和32年石川県条例第38号）

及び石川県職員及び石川県学校職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する規則（昭和32年石川県人事委員会規
則第４号）により定められています。

区　　　分 期　　　　間
令和６年（度）の取得状況

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部

年 次 休 暇 １暦年につき20日
平均取得日数
 13.8日

平均取得日数
 13.0日

平均取得日数
 14.4日

夏 季 休 暇 １暦年につき５日以内
平均取得日数
 4.7日

平均取得日数
 4.9日

平均取得日数
 5.0日

ボランティア休暇 １暦年につき５日以内 取得者 64人 取得者 53人 取得者 3人

家族の看護休暇
原則、１暦年につき５
日以内

取得者 1,218人 取得者 2,814人 取得者 679人

育 児 時 間 １日２回　各45分以内 取得者 104人 取得者 108人 取得者 26人
病 気 休 暇 原則、90日以内 取得者 301人 取得者 1,221人 取得者 64人
介 護 休 暇 ６月以内 取得者 2人 取得者 5人 取得者 1人

　（注）　病気休暇及び介護休暇の取得者数は、令和６年度に休暇を開始した者の人数です。
　６　休業に関する状況
　　　職員の休業制度は、次のとおりです。
　　 　なお、職員の休業制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）等の法律、条例及
び規則により定められています。

　　⑴　育児休業等の取得状況

区　　　分 期　　　　　間
令和６年度の取得状況等

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部
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管理職員
特別勤務
手 当

○管理職手当を支給されてい
る職員が、⑴臨時又は緊急の
必要その他の公務の運営の必
要により、週休日又は祝日法
による休日若しくは年末年始
の休日に勤務した場合、⑵災
害への対処その他臨時又は緊
急の必要により週休日等以外
の日の午後10時から午前５時
までの間に勤務した場合に支
給
・管理職手当支給区分及び勤
務時間に応じて
　勤務１回当たり
　　3,000円～ 18,000円

同じ 126千円 25,250円

　５　勤務時間その他の勤務条件の状況
　　⑴　勤務時間の状況
　　　 　職員の勤務時間は、原則として次のとおりですが、通勤混雑の緩和等を図るため時差通勤を実施していま

す。

勤 務 時 間 ８：30 ～ 17：15
休 憩 時 間 12：00 ～ 13：00

　（注） 　公務の運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要のある職員（病院、各種施設、学校、警察本部
等）は、上記以外の勤務時間の割振りによります。

　　⑵　休暇の取得状況
　　　　職員の主な休暇は、次のとおりです。
　　　 　なお、職員の休暇は、石川県職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例（昭和32年石川県条例第38号）

及び石川県職員及び石川県学校職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する規則（昭和32年石川県人事委員会規
則第４号）により定められています。

区　　　分 期　　　　間
令和６年（度）の取得状況

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部

年 次 休 暇 １暦年につき20日
平均取得日数
 13.8日

平均取得日数
 13.0日

平均取得日数
 14.4日

夏 季 休 暇 １暦年につき５日以内
平均取得日数
 4.7日

平均取得日数
 4.9日

平均取得日数
 5.0日

ボランティア休暇 １暦年につき５日以内 取得者 64人 取得者 53人 取得者 3人

家族の看護休暇
原則、１暦年につき５
日以内

取得者 1,218人 取得者 2,814人 取得者 679人

育 児 時 間 １日２回　各45分以内 取得者 104人 取得者 108人 取得者 26人
病 気 休 暇 原則、90日以内 取得者 301人 取得者 1,221人 取得者 64人
介 護 休 暇 ６月以内 取得者 2人 取得者 5人 取得者 1人

　（注）　病気休暇及び介護休暇の取得者数は、令和６年度に休暇を開始した者の人数です。
　６　休業に関する状況
　　　職員の休業制度は、次のとおりです。
　　 　なお、職員の休業制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）等の法律、条例及
び規則により定められています。

　　⑴　育児休業等の取得状況

区　　　分 期　　　　　間
令和６年度の取得状況等

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部
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令和６年度中に子
が出生した職員数

－
男 95 人 176 人 108 人

女 104 208 20
計 199 384 128
男 75 85 101

育 児 休 業 子が３歳に達する日まで 女 104 208 20
計 179 293 121

部 分 休 業
子が小学校就学の始期に達する日
まで

男 2 4 1
女 46 76 14
計 48 80 15

育児短時間勤務
子が小学校就学の始期に達する日
まで

男 － 2 －
女 12 12 －
計 12 14 －

　（注）　育児休業等の取得者数は、令和６年度に休業等を開始した者の人数です。
　　⑵　修学部分休業等の取得状況

区　　　分 期　　　　　間
令和６年度の取得状況

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部
修 学 部 分 休 業 ２年以内 2 人 － 人 － 人

高齢者部分休業
55歳に達した日の属する年度の翌年度
４月１日以降

－ － －

自己啓発等休業
大学等課程の履修　原則２年以内
国際貢献活動　３年以内

－ 1 －

配偶者同行休業 ３年以内 1 3 －

　（注）　修学部分休業等の取得者数は、令和６年度に休業を開始した者の人数です。
　７　分限及び懲戒処分の状況
　　⑴　分限処分の状況
　　　 　地方公務員法では、勤務成績が良くない場合、心身の故障により職務遂行に支障がある等の場合、職に必要

な適格性を欠く場合又は職制等の改廃等により過員等を生じた場合のいずれかに職員が該当するときは、分限
処分として、その意に反して、職員を降任し、又は免職することができることになっています。

　　　 　また、心身の故障のため長期休養をする場合又は刑事事件に関し起訴された場合のいずれかに職員が該当す
るときも、分限処分として、その意に反して、職員を休職とすることができます。

　　　 　令和６年度における分限処分の状況は、次のとおりです。

区　　　分 降　　任 免　　職 休　　職 降　　給 計
知 事 部 局 等 － 人 － 人 52 人 － 人 52 人

教 育 委 員 会 － － 64 － 64
警 察 本 部 － － 16 － 16

計 － － 132 － 132

　　⑵　懲戒処分の状況
　　　 　地方公務員法では、職員が、法令に違反した場合、職務上の義務に違反した場合又は職務を怠った場合若し

くは全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合には、懲戒処分として戒告、減給、停職又は免職の
処分をすることができることになっています。

　　　　令和６年度における懲戒処分の状況は、次のとおりです。

区　　　分 戒　　告 減　　給 停　　職 免　　職 計
知 事 部 局 等 1 人 － 人 2 人 － 人 3 人
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教 育 委 員 会 3 4 1 4 12
警 察 本 部 － 1 － 1 2

計 4 5 3 5 17

　８　服務の状況
　　⑴　職務に専念する義務の免除
　　　 　職員には、地方公務員法第35条の規定に基づき、その勤務時間中において職務に専念する義務があります

が、法律又は条例に特別の定めがある場合は、その免除が認められています。
　　　 　令和６年度における職務専念義務免除の状況は、次のとおりです。

職　務　専　念　義　務　免　除　理　由
令和６年度の免除件数

知事部局等 教育委員会 警察本部
研修を受ける場合
（教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第22条第２項に規定する場
合等）

件 件 件

－ 37 16

厚生に関する計画の実施に参加する場合（健康管理事業等への参加） 2,288 1,524 1,063
公務災害補償に関する審査を申し立て、又はその審査に出頭する場合 － － －
職員団体の代表者として、当局と交渉を行う場合 65 9 －
勤務条件に関する措置を要求し、又はその審理に出頭する場合 － 1 －
国又は地方公共団体の公務員としての職若しくは、その他の団体の役員
としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合

－ 1 －

県が設立に参画し、その運営に当たって必要な援助を与えることとされ
ている公社、団体等の職員を兼ね、その職に属する事務を行う場合

145 2 －

人事委員会が特に適当と認める場合 88 60 1,229
計 2,586 1,634 2,308

　（注）　教育委員会の項の件数には、県費負担教職員の数を含んでいません。
　　⑵　営利企業等の従事に関する許可
　　　 　職員は、地方公務員法第38条第１項及び第２項の規定に基づき、その職員の占めている職位と当該業務との

間に特別な利害関係又はその発生のおそれがなく、かつその業務に従事しても職務の遂行に支障がないと認め
る場合その他地方公務員法の精神に反しないと認められる場合に限り、任命権者の許可を得て、営利を目的と
する私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員等の地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする
私企業を営み、又は報酬を得て他の事業若しくは事務に従事することができます。

　　　 　なお、令和６年度の許可件数は、次のとおりです。

知　事　部　局　等 教　育　委　員　会 警 　 察 　 本 　 部
31　件 46　件 ５　件

　（注）　教育委員会の項の件数には、県費負担教職員の数を含んでいません。
　９　退職管理の状況
　　 　地方公務員法が一部改正（平成28年４月１日施行）され、職員の退職管理に関する規定が設けられたことに伴
い、石川県職員の退職管理に関する条例（平成28年石川県条例第５号）を制定したほか、職員の退職管理の適正
を確保し、職務の公正な執行及び公務に対する県民の信頼を確保していくため、以下の取り組みを行っていま
す。

　　⑴　地方公務員法における規制概要
　　　 　再就職者が、離職前の職務に属する契約等事務（契約のほか、許認可等の行政手続法（平成５年法律第88

号）第２条第２号に規定される処分を含む。）について、職員に対して依頼等を行うことが禁止されています。
　　　 　依頼等は、原則として離職前５年間の職務に属する契約等事務のうち再就職先等と関連があるものについ

て、離職後２年間禁止されており、違反した場合には、刑事罰等が科されます。
　　　 　なお、離職前に部長の職にあった者は、部長に就任して以降の職務に属する契約等事務が規制の対象となっ
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教 育 委 員 会 3 4 1 4 12
警 察 本 部 － 1 － 1 2

計 4 5 3 5 17

　８　服務の状況
　　⑴　職務に専念する義務の免除
　　　 　職員には、地方公務員法第35条の規定に基づき、その勤務時間中において職務に専念する義務があります

が、法律又は条例に特別の定めがある場合は、その免除が認められています。
　　　 　令和６年度における職務専念義務免除の状況は、次のとおりです。

職　務　専　念　義　務　免　除　理　由
令和６年度の免除件数

知事部局等 教育委員会 警察本部
研修を受ける場合
（教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第22条第２項に規定する場
合等）

件 件 件

－ 37 16

厚生に関する計画の実施に参加する場合（健康管理事業等への参加） 2,288 1,524 1,063
公務災害補償に関する審査を申し立て、又はその審査に出頭する場合 － － －
職員団体の代表者として、当局と交渉を行う場合 65 9 －
勤務条件に関する措置を要求し、又はその審理に出頭する場合 － 1 －
国又は地方公共団体の公務員としての職若しくは、その他の団体の役員
としての職を兼ね、その職に属する事務を行う場合

－ 1 －

県が設立に参画し、その運営に当たって必要な援助を与えることとされ
ている公社、団体等の職員を兼ね、その職に属する事務を行う場合

145 2 －

人事委員会が特に適当と認める場合 88 60 1,229
計 2,586 1,634 2,308

　（注）　教育委員会の項の件数には、県費負担教職員の数を含んでいません。
　　⑵　営利企業等の従事に関する許可
　　　 　職員は、地方公務員法第38条第１項及び第２項の規定に基づき、その職員の占めている職位と当該業務との

間に特別な利害関係又はその発生のおそれがなく、かつその業務に従事しても職務の遂行に支障がないと認め
る場合その他地方公務員法の精神に反しないと認められる場合に限り、任命権者の許可を得て、営利を目的と
する私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員等の地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする
私企業を営み、又は報酬を得て他の事業若しくは事務に従事することができます。

　　　 　なお、令和６年度の許可件数は、次のとおりです。

知　事　部　局　等 教　育　委　員　会 警 　 察 　 本 　 部
31　件 46　件 ５　件

　（注）　教育委員会の項の件数には、県費負担教職員の数を含んでいません。
　９　退職管理の状況
　　 　地方公務員法が一部改正（平成28年４月１日施行）され、職員の退職管理に関する規定が設けられたことに伴
い、石川県職員の退職管理に関する条例（平成28年石川県条例第５号）を制定したほか、職員の退職管理の適正
を確保し、職務の公正な執行及び公務に対する県民の信頼を確保していくため、以下の取り組みを行っていま
す。

　　⑴　地方公務員法における規制概要
　　　 　再就職者が、離職前の職務に属する契約等事務（契約のほか、許認可等の行政手続法（平成５年法律第88

号）第２条第２号に規定される処分を含む。）について、職員に対して依頼等を行うことが禁止されています。
　　　 　依頼等は、原則として離職前５年間の職務に属する契約等事務のうち再就職先等と関連があるものについ

て、離職後２年間禁止されており、違反した場合には、刑事罰等が科されます。
　　　 　なお、離職前に部長の職にあった者は、部長に就任して以降の職務に属する契約等事務が規制の対象となっ
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ています。
　　⑵　条例等における規制概要
　　　 　地方公務員法による規制に加え、条例等により以下の規制を導入しています。
　　　○ 離職前に課長以上であった元職員に対して、課長以上の職に就任して以降の職務に属する契約等事務のうち

再就職先等と関連があるものについて、離職後２年間、依頼等を行うことを禁止
　　　○ 離職前に課長以上であった元職員であって、離職後２年経過していない者（離職後に県に再度任用される者

等を除く。）に対して、再就職状況の届出を義務付け
　　　○ 元職員から届出のあった内容については、取りまとめて、県のホームページにおいて公表
　10　研修の状況
　　 　職員の資質及び能力の向上を図り、行政需要に的確に対応できる職員を養成し、もって効率的で県民に信頼さ
れる行政の推進に資することを目的に、次のとおり研修を実施しています。

　　　令和６年度職員研修実施状況
　　⑴　知事部局等

区　　分 内　　　　　　訳（主なもの） 受講者の
延べ人数

能力開発研修
政策形成力創造研修、中堅女性職員キャリア支援研修、行政クレーム対応研修、説明
力向上研修、文書作成力向上研修、パワーポイント資料作成研修

258
人

階 層 別 研 修
初任者研修、２年目フォローアップ研修、５年目キャリアデザイン研修、新任主任研
修、新任係長研修、新任ＧＬ研修、新任課長補佐研修、新任課長研修、再任用職員研
修

1,405

ナレッジ研修 法制執務講座、財務事務基礎講座、はじめての議会用務実務講座 84

情 報 化 研 修
ホームページ担当者研修、ホームページ承認・管理者研修、ＤＸ推進サポーター育成
研修

119

派 遣 研 修 自治大学校派遣研修、専門技術派遣研修、海外派遣研修、民間企業等長期派遣研修 26
計 1,892

　　⑵　教育委員会

区　　分 内　　　　　　訳（主なもの） 受講者の
延べ人数

基

　
　本

　
　研

　
　修

初任者研修

初任者共通研修（石川の学校教育、人権教育、安全教育、ワークライフバラ
ンス、ストレスマネジメント、主権者教育、危機管理、コミュニケーショ
ン、ふるさと教育）、初任教諭研修（学習指導、道徳教育、総合的な学習の
時間、特別活動、学級経営、キャリア教育、生徒指導等）、新規採用養護教
諭研修、新規採用栄養教諭研修、新規採用寄宿舎指導員研修、新規採用実習
助手研修（56講座）
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組
織
力
向
上
研
修

学校マネジメン
ト力養成研修

学校マネジメント力養成研修（１講座） 85

次世代リーダー
養成研修

教科指導リーダー養成研修（実践ゼミ、外部派遣研修、教科別・校種別研修
（小学校国語・社会・算数・理科・外国語、中学校国語・社会・理科、高等
学校数学・外国語、特別支援学校））、新たな学びチャレンジ研修（４講座）

168

学力向上推進研
修

学力向上推進研修（１講座） 286

職
務
別
研
修

管理職研修 校長研修、副校長研修、教頭研修、部主事研修、管理職選択研修（10講座） 693

主任等研修
新任教務主任研修、新任研究主任研修、新任保健主事研修、生徒指導主事研
修、進路指導主事研修（中高特）（６講座）

557

担当者研修

外国語教育指導者（ＡＬＴ）研修、教育相談担当者研修、健康・安全教育担
当者研修、複式教育担当者研修、道徳教育推進教師研修、キャリア教育担
当者研修（小）、人権教育担当者研修（含 拉致被害者問題）、若手研修コー
ディネーター研修（高特）、日本語指導担当者研修（12講座）

1,472

特別支援教育担
当者研修

特別支援教育コーディネーター研修、特別支援学級担当者研修、通級指導教
室担当者研修（９講座）

896

特
別
研
修

災害後の児童生
徒対応研修

災害後の子供たちのこころのケア校長研修、災害後の子供たちのこころのケ
ア教職員研修（２講座）

323

ＧＩＧＡスクー
ル対応研修

ＧＩＧＡ校長研修、ＧＩＧＡ副校長・教頭・部主事研修、ＧＩＧＡ校内研修
推進リーダー研修、端末活用基礎スキル研修（４講座）

830

希
望
研
修

教科等研修 教科別研修Ⅰ、教科別研修Ⅱ（63講座） 1,297

教育課題研修
教師力向上、人権教育、学校安全、学習指導、生徒指導、特別支援教育、 
ＩＣＴ利活用（39講座）

1,749

教育実践研修
優秀・マスター教員に学ぶ、若手教員早期育成プログラム対応研修（２講
座）

467

資
質
向
上
特
別
研
修

派遣研修 中央派遣研修、企業派遣研修、産業教育研修（３講座） 144

担当者養成研修
カウンセラー教員養成研修（県警派遣）、特別支援教育相談員養成研修、教
育相談対応力向上研修（３講座）

53

ステップアップ
研修プラス

ステップアップ研修プラス（児童生徒理解とコミュニケーション、授業改
善）（１講座）

10

指導改善研修 指導改善のための１年間の研修（１講座） 0
学校サポート 指導主事マルチサポート、金大連携サポート 3,868

合            計 18,529

　　⑶　警察本部

区　　　分 内　　　　　　　　　　訳 受講者の
延べ人数

警 察 大 学 校
警察運営科、警部任用科、研究科、課長補佐任用科、教官養成科、専科、指
定職種任用科、国際警察センター、法科学研修所等

109
人

管 区
警 察 学 校

中部管区 警部補任用科、巡査部長任用科、係長任用科、主任任用科、専科 125
そ の 他 専科 20

石 川 県 警 察 学 校 初任科、初任補修科、一般職員初任科、専科等 465
計 719

　11　職員の福祉及び利益の保護の状況
　　⑴　厚生制度の状況
　　　 　公務能率の向上を図るため、職員の健康管理等の厚生事業を実施しており、令和６年度の状況は、次のとお

りです。
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区
分 主　な　項　目 対　象　者　等

実　　施　　状　　況
知事部局等 教育委員会 警察本部

健
康
管
理
事
業

定 期 健 康 診 断
特殊業務従事者健康診断
各種生活習慣病健康診断
各 種 健 康 管 理 研 修

全 職 員
特 殊 業 務 従 事 者
希 望 職 員 等
指 定 職 員 等

3,021
1,399
3,658
1,034

人 2,039
－

2,403
60

人 1,365
695
－
659

人

そ
の
他

生涯生活設計セミナー 指 定 年 齢 職 員 118 142 253

　（注）　健康管理事業における教育委員会の項の職員数には、県費負担教職員の数は含んでいません。
　　⑵　共済組合制度の状況
　　　 　社会保険制度の一環として相互救済による共済組合制度を実施しており、令和６年度の主な事業の状況は、

次のとおりです。
　　　 　この財源は、職員（組合員）の掛金と事業主である地方公共団体の負担金で賄われています。
　　　ア　保健事業

主　な　項　目 対　象　者
実　　　　施　　　　状　　　　況

地方職員共済組合 公立学校共済組合 警察共済組合
人 間 ド ッ ク
女 性 が ん 検 診
保養所等利用助成

希 望 職 員 等
希 望 職 員
職 員 、 家 族

2,682 人
83 人
5 件

4,067 人
2,538 人
－ 　

1,089 人
125 人
－ 　

　　　イ　給付事業

区

　分
主な内容

給　　　　付　　　　の　　　　状　　　　況
地方職員共済組合 公立学校共済組合 警察共済組合

件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額
保
健
給
付

療 養 の 給 付 件 千円 件 千円 件 千円

高 額 療 養 費 132,867 1,544,244 231,813 2,709,163 71,214 749,108
出 産 費

休 
業

給 
付

傷 病 手 当 金
1,843 323,288 3,168 580,077 459 70,987

育児休業手当金

災 

害
給 

付 災 害 見 舞 金 115 54,581 256 155,085 37 24,574

附
加
給
付
等

出 産 費 附 加 金

1,180 39,588 2,524 77,793 504 19,691
傷病手当金附加金
一部負担金払戻
家 族 療 養 費

計 136,005 1,961,701 237,761 3,522,118 72,214 864,360

　　⑶　公務災害の認定状況
　　　 　令和６年度に、職員が公務遂行中及び通勤中に負傷したり、公務が原因となって疾病を発症したりするなど

公務上の災害として認定した件数は、次のとおりです。

区　　　分 知 事 部 局 等 教 育 委 員 会 警 察 本 部
公 務 災 害 認 定 22 件 87 件 22 件
通 勤 災 害 認 定 7 件 2 件 1 件

第２　人事委員会の業務の状況
　　 　人事委員会から報告された令和６年度の業務の状況について公表します。
　１　職員の競争試験及び選考の状況
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　　⑴　職員採用候補者試験の状況
　　　ア　職員採用候補者試験の実施日程（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

試　験　名 試験公告 受付期間
試験の実施期日及び場所 １次合格

発　　表
最終合格
発　　表第１次試験 第２次試験

大 学 卒 程 度
（ 先 行 枠 ）

３月１日

３月１日
〜

３月22日
正午

４月14日
（県地場産業振興センター）

５月31日
６月３日
（県庁舎）

５月10日 ６月26日

大 学 卒 程 度 ５月８日

５月８日
〜

５月29日
正午

６月16日
（県立金沢二水高等学校）
（東京文具共和会館）

（國民會館武藤記念ホール）

７月22日
７月23日
７月24日
７月25日
７月26日
７月29日
７月30日
（県庁舎）

７月10日 ８月20日

大 学 卒 程 度
（ 特 別 募 集 ）

８月26日

９月９日
〜

９月27日
正午

10月20日
（県自治研修センター）

12月３日
（県庁舎）

11月19日 12月17日

職 務 経 験 者 ７月２日
７月29日
〜

８月30日

９月29日
（県立金沢商業高等学校）
（都道府県会館）

11月18日
（県庁舎）

11月１日 12月16日

高校 ･短大卒程度
保 育 士
就 職 氷 河 期

７月２日
７月29日
〜

８月30日

９月29日
（県立金沢商業高等学校）
（県立七尾高等学校）

※ 就職氷河期は県立金沢商業
高等学校のみ

10月31日
11月１日
（県庁舎）

10月18日 11月21日

障 害 者 対 象 ７月２日
７月29日
〜

９月13日

11月3日
（野々市市交遊舎）
（七尾商工会議所）

12月２日
（県庁舎）

11月19日 12月16日

警 察 官 Ａ ５月８日

５月15日
〜

６月10日
正午

７月14日
（県立金沢伏見高等学校）
（LMJ東京研修センター）
（天満研修センター）

９月２日
９月３日
９月４日
９月５日
（県庁舎）
（警察学校）

８月６日 ９月20日

警 察 官 Ｂ ７月２日
７月29日
〜

８月30日

９月22日
（県立金沢泉丘高等学校）

10月20日
（七尾警察署）

10月26日
11月５日
11月６日
11月７日
（県庁舎）
（警察学校）

10月11日
11月１日

11月21日

任 期 付 職 員
（ 行　　 政 ）

５月８日

５月８日
〜

５月29日
正午

６月16日
（県立金沢二水高等学校）
（県立七尾高等学校）

（ワイム貸会議室お茶の水）
（リファレンス大阪駅前）

７月18日
７月19日
７月20日
７月21日
（県庁舎）

７月10日 ８月20日
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（都道府県会館）

11月18日
（県庁舎）

11月１日 12月16日

高校 ･短大卒程度
保 育 士
就 職 氷 河 期

７月２日
７月29日
〜

８月30日

９月29日
（県立金沢商業高等学校）
（県立七尾高等学校）

※ 就職氷河期は県立金沢商業
高等学校のみ

10月31日
11月１日
（県庁舎）

10月18日 11月21日

障 害 者 対 象 ７月２日
７月29日
〜

９月13日

11月3日
（野々市市交遊舎）
（七尾商工会議所）

12月２日
（県庁舎）

11月19日 12月16日

警 察 官 Ａ ５月８日

５月15日
〜

６月10日
正午

７月14日
（県立金沢伏見高等学校）
（LMJ東京研修センター）
（天満研修センター）

９月２日
９月３日
９月４日
９月５日
（県庁舎）
（警察学校）

８月６日 ９月20日

警 察 官 Ｂ ７月２日
７月29日
〜

８月30日

９月22日
（県立金沢泉丘高等学校）

10月20日
（七尾警察署）

10月26日
11月５日
11月６日
11月７日
（県庁舎）
（警察学校）

10月11日
11月１日

11月21日

任 期 付 職 員
（ 行　　 政 ）

５月８日

５月８日
〜

５月29日
正午

６月16日
（県立金沢二水高等学校）
（県立七尾高等学校）

（ワイム貸会議室お茶の水）
（リファレンス大阪駅前）

７月18日
７月19日
７月20日
７月21日
（県庁舎）

７月10日 ８月20日
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　　　イ　職員採用候補者試験の実施結果

試 験 名
試　験　区　分

採用
予定
人員

（公告時）

第　１　次　試　験 第２次試験 最
終
合
格
者
数

最
終
倍
率

申
込
者
数

申
込
倍
率

受
験
者
数

受
験
率

合
格
者
数

一
次
倍
率

受
験
者
数

受
験
率

式 a b b/a c c/b d c/d e e/d f c/f
単位 人程度 人 倍 人 ％ 人 倍 人 ％ 人 倍

大学卒程度
（先 行 枠）

林 学 3 7 2.3 6 85.7 6 1.0 5 83.3 5 1.2
総 合 土 木 10 42 4.2 33 78.6 31 1.1 25 80.6 20 1.7
合　　　計 13 49 3.8 39 79.6 37 1.1 30 81.1 25 1.6

大学卒程度

行 政 57 189 3.3 152 80.4 110 1.4 99 90.0 81 1.9
心 理 5 7 1.4 7 100.0 6 1.2 6 100.0 4 1.8
精 神 保 健 福 祉 士 若干名 2 － 2 100.0 2 1.0 2 100.0 1 2.0
福 祉 7 6 0.9 6 100.0 5 1.2 5 100.0 5 1.2
農学（農業・畜産） 14 15 1.1 11 73.3 11 1.0 11 100.0 11 1.0
林 学 9 5 0.6 4 80.0 0 － 0 － 0 －
水 産 6 13 2.2 11 84.6 11 1.0 10 90.9 6 1.8
総 合 土 木 14 21 1.5 16 76.2 6 2.7 5 83.3 4 4.0
建 築 若干名 1 － 0 － 0 － 0 － 0 －
造 園 3 1 0.3 0 － 0 － 0 － 0 －
機 械 3 7 2.3 4 57.1 4 1.0 4 100.0 2 2.0
電 気 若干名 1 － 1 100.0 1 1.0 0 － 0 －
総 合 化 学 8 11 1.4 11 100.0 10 1.1 8 80.0 7 1.6
保 健 師 18 7 0.4 6 85.7 6 1.0 6 100.0 6 1.0
管 理 栄 養 士 5 8 1.6 3 37.5 2 1.5 2 100.0 2 1.5
少 年 警 察 補 導 員 若干名 2 － 2 100.0 2 1.0 2 100.0 2 1.0
警 察 化 学 若干名 7 － 5 71.4 4 1.3 3 75.0 3 1.7

計 149+若干名 303 2.0 241 79.5 180 1.3 163 90.6 134 1.8

大学卒程度
（特別募集）

福 祉 若干名 4 － 2 50.0 2 1.0 2 100.0 2 1.0
農学（農業・畜産） 3 10 3.3 4 40.0 4 1.0 2 50.0 1 4.0
林 学 9 6 0.7 5 83.3 3 1.7 1 33.3 1 5.0
総 合 土 木 5 1 0.2 0 － 0 － 0 － 0 －
保 健 師 12 9 0.8 8 88.9 7 1.1 4 57.1 4 2.0
管 理 栄 養 士 3 13 4.3 12 92.3 6 2.0 6 100.0 3 4.0

計 32+若干名 43 1.3 31 72.1 22 1.4 15 68.2 11 2.8

職務経験者

行 政 7 46 6.6 40 87.0 21 1.9 19 90.5 9 4.4
行    　　政 （情 報） 7 4 0.6 4 100.0 4 1.0 4 100.0 3 1.3
林 学 若干名 2 － 2 100.0 2 1.0 1 50.0 1 2.0
総 合 土 木 3 1 0.3 1 100.0 1 1.0 1 100.0 0 －
建 築 若干名 2 － 1 50.0 1 1.0 0 － 0 －
造 園 若干名 0 － 0 － 0 － 0 － 0 －

計 17+若干名 55 3.2 48 87.3 29 1.7 25 86.2 13 3.7

高校・短大
卒 程 度

行 政 6 36 6.0 35 97.2 20 1.8 19 95.0 9 3.9
総 合 土 木 3 3 1.0 3 100.0 2 1.5 2 100.0 1 3.0
小中学校事務職員Ａ 7 22 3.1 19 86.4 13 1.5 13 100.0 9 2.1
小中学校事務職員Ｂ 6 10 1.7 10 100.0 10 1.0 10 100.0 7 1.4

計 22 71 3.2 67 94.4 45 1.5 44 97.8 26 2.6



28 令和７年９月 30 日（火曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

保 育 士 若干名 4 － 2 50.0 2 1.0 1 50.0 1 2.0
就職氷河期 行 政 若干名 106 － 77 72.6 17 4.5 17 100.0 10 7.7

障害者対象
行 政 5 28 5.6 25 89.3 11 2.3 11 100.0 4 6.3
小中学校事務職員 若干名 10 － 8 80.0 3 2.7 3 100.0 2 4.0

計 5+若干名 38 7.6 33 86.8 14 2.4 14 100.0 6 5.5

警 察 官 Ａ
男 性 Ａ　 ※１ 25 128 5.1 93 72.7 83 1.1 65 78.3 33 2.8
武 道 指 導 Ａ 若干名 3 － 2 66.7 1 2.0 1 100.0 1 2.0
女 性 Ａ 6 36 6.0 29 80.6 23 1.3 15 65.2 9 3.2
サイバー・デジタルＡ 若干名 7 － 5 71.4 5 1.0 3 60.0 0 －

計 31+若干名 174 5.6 129 74.1 112 1.2 84 75.0 43 3.0

警 察 官 Ｂ

男 性 Ｂ ※１ ※２ 12 58 4.8 40 69.0 32 1.3 31 96.9 17 2.4
武 道 指 導 Ｂ 若干名 1 － 1 100.0 1 1.0 1 100.0 1 1.0
女 性 Ｂ 3 29 9.7 21 72.4 18 1.2 18 100.0 7 3.0
サイバー・デジタルＢ 若干名 3 － 3 100.0 3 1.0 2 66.7 0 －

計 15+若干名 91 6.1 65 71.4 54 1.2 52 96.3 25 2.6
任 期 付 職 員（行　政） 100 269 2.7 222 82.5 200 1.1 191 95.5 163 1.4

合　　　　　　計 384+若干名 1,203 3.1 954 79.3 712 1.3 636 89.3 457 2.1

　（注）　※１ 　第２次試験の男性Ａ区分の受験者数及び最終合格者数には、サイバー・デジタルＡ区分との併願を含
みます。男性Ｂについても同様です。

　　　　※２　第１志望が石川県の者についての数値です。
　　⑵　職員の選考採用の状況
　　　　令和６年度における職員の選考採用の状況は次のようになります。
　　　ア　職員の任用に関する規則（昭和27年人事委員会規則第４号）第５条第１号から第７号まで関係

職
選　　　　　考　　　　　人　　　　　員

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部 計

組
織
上
の
地
位

部 長 級 3 人 － 人 － 人 3 人

次 長 級 1 － － 1
課 長 級 1 4 － 5
課 長 補 佐 級 － 7 1 8
係 長 級 － 14 1 15
主 事 2 － 2 4

警
察
官
の
階
級

警 視 － － 6 6
警 部 － － 5 5
警 部 補 － － 9 9
巡 査 部 長 － － 2 2
巡 査 － － 1 1
計 7 25 27 59

　　　イ　職員の任用に関する規則第５条第８号から第11号まで関係

職
選　　　　　考　　　　　人　　　　　員

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部 計
医 師 39 人 － 人 － 人 39 人

歯 科 医 師 2 － － 2
薬 剤 師 7 － － 7
獣 医 師 2 － － 2
看 護 師 60 － － 60



28 令和７年９月 30 日（火曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

保 育 士 若干名 4 － 2 50.0 2 1.0 1 50.0 1 2.0
就職氷河期 行 政 若干名 106 － 77 72.6 17 4.5 17 100.0 10 7.7

障害者対象
行 政 5 28 5.6 25 89.3 11 2.3 11 100.0 4 6.3
小中学校事務職員 若干名 10 － 8 80.0 3 2.7 3 100.0 2 4.0

計 5+若干名 38 7.6 33 86.8 14 2.4 14 100.0 6 5.5

警 察 官 Ａ
男 性 Ａ　 ※１ 25 128 5.1 93 72.7 83 1.1 65 78.3 33 2.8
武 道 指 導 Ａ 若干名 3 － 2 66.7 1 2.0 1 100.0 1 2.0
女 性 Ａ 6 36 6.0 29 80.6 23 1.3 15 65.2 9 3.2
サイバー・デジタルＡ 若干名 7 － 5 71.4 5 1.0 3 60.0 0 －

計 31+若干名 174 5.6 129 74.1 112 1.2 84 75.0 43 3.0

警 察 官 Ｂ

男 性 Ｂ ※１ ※２ 12 58 4.8 40 69.0 32 1.3 31 96.9 17 2.4
武 道 指 導 Ｂ 若干名 1 － 1 100.0 1 1.0 1 100.0 1 1.0
女 性 Ｂ 3 29 9.7 21 72.4 18 1.2 18 100.0 7 3.0
サイバー・デジタルＢ 若干名 3 － 3 100.0 3 1.0 2 66.7 0 －

計 15+若干名 91 6.1 65 71.4 54 1.2 52 96.3 25 2.6
任 期 付 職 員（行　政） 100 269 2.7 222 82.5 200 1.1 191 95.5 163 1.4

合　　　　　　計 384+若干名 1,203 3.1 954 79.3 712 1.3 636 89.3 457 2.1

　（注）　※１ 　第２次試験の男性Ａ区分の受験者数及び最終合格者数には、サイバー・デジタルＡ区分との併願を含
みます。男性Ｂについても同様です。

　　　　※２　第１志望が石川県の者についての数値です。
　　⑵　職員の選考採用の状況
　　　　令和６年度における職員の選考採用の状況は次のようになります。
　　　ア　職員の任用に関する規則（昭和27年人事委員会規則第４号）第５条第１号から第７号まで関係

職
選　　　　　考　　　　　人　　　　　員

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部 計

組
織
上
の
地
位

部 長 級 3 人 － 人 － 人 3 人

次 長 級 1 － － 1
課 長 級 1 4 － 5
課 長 補 佐 級 － 7 1 8
係 長 級 － 14 1 15
主 事 2 － 2 4

警
察
官
の
階
級

警 視 － － 6 6
警 部 － － 5 5
警 部 補 － － 9 9
巡 査 部 長 － － 2 2
巡 査 － － 1 1
計 7 25 27 59

　　　イ　職員の任用に関する規則第５条第８号から第11号まで関係

職
選　　　　　考　　　　　人　　　　　員

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部 計
医 師 39 人 － 人 － 人 39 人

歯 科 医 師 2 － － 2
薬 剤 師 7 － － 7
獣 医 師 2 － － 2
看 護 師 60 － － 60

29令和７年９月 30 日（火曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

助 産 師 7 － － 7
言 語 聴 覚 士 2 － － 2
視 能 訓 練 士 1 － － 1
臨 床 検 査 技 師 4 － － 4
管 理 栄 養 士 2 1 － 3
歯 科 衛 生 士 1 － － 1
診 療 放 射 線 技 師 2 － － 2
理 学 療 法 士 6 － － 6
作 業 療 法 士 6 － － 6
臨 床 工 学 技 師 2 － － 2
ソーシャルワーカー 1 － － 1
診 療 情 報 管 理 士 2 － － 2
精 神 保 健 福 祉 士 1 － － 1
公 認 心 理 師 1 － － 1
畜 産 職 2 － － 2
学 芸 員 2 － － 2
研　究　員（機　　械） 2 － － 2
研　究　員（電　　気） 1 － － 1
研　究　員（化　　学） 1 － － 1
研　究　員（産業意匠） 1 － － 1
職 業 訓 練 指 導 員 4 － － 4
保 育 士 1 － － 1
海 技 士 － － 1 1
農 業 技 術 2 － － 2
近世資料編さん専門職員 － 1 － 1
埋蔵文化財専門調査員 － 1 － 1

計 164 3 1 168

　（注）　医師については、委任を受けた任命権者が実施しています。
　　　ウ　一般任期付職員選考採用の承認

職
選　　　　　考　　　　　人　　　　　員

知事部局等 教育委員会 警 察 本 部 計

組
織
上

の
地
位

部 長 級 2 人 － 人 － 人 2 人

次 長 級 1 － － 1
技師・主任技師 53 － － 53
計 56 － － 56

　２　給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況
　　 　石川県人事委員会では、令和６年10月22日、石川県議会議長及び石川県知事に対し、次のとおり給与、勤務時
間その他の勤務条件に関する報告及び勧告を行いました（報告及び勧告全文については、石川県人事委員会ホー
ムページに掲載してあります。）。

　　⑴　令和６年４月の公民の給与較差に基づく給与改定
　　　ア　〈月　　例　　給〉　 初任給を始め若年層に重点を置きつつ、全年齢層の給料月額を引上げ（改定率＋

2.70％）
　　　イ　〈期末・勤勉手当〉　支給月数を0.10月引上げ（年間4.50月分→4.60月分）
　　　ウ　〈諸　　手　　当〉　初任給調整手当、寒冷地手当の月額を引上げ
　　　エ　〈実　施　時　期〉　令和６年４月１日（期末・勤勉手当は令和６年12月期から実施）
　　⑵　社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）



30 令和７年９月 30 日（火曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

（１箇月2,350円送料とも） 発行人　〒920-8580　石川県金沢市鞍月１丁目１番地　　石　川　県
印刷所　〒921-8178　石川県金沢市寺地１丁目14番５号　㈲プランニング・エージ　TEL（076）274-2225

　　　 　人事院が、現下の人事管理上の重点課題に対応するため、給与制度の包括的な見直し勧告を行っており、そ
の措置内容に準じて改定

　　　ア　〈給　　料　　表〉　初任給の大幅引上げ（※）、職務・職責重視の給料体系
　　　イ　〈諸　　手　　当〉　 地域手当（支給地域・支給率）、扶養手当（配偶者に係る手当の廃止、子に係る手当

額の引上げ）の見直し　など
　　　ウ　〈実　施　時　期〉　令和７年４月１日（※は令和６年の給与改定で措置）
　　⑶　今後の検討課題（報告）
　　　ア　人材の確保及び育成等
　　　イ　仕事と生活の両立支援（ワーク・ライフ・バランスの推進）
　　　ウ　メンタルヘルス対策の推進等
　　　エ　長時間労働の是正
　　　オ　高齢期の雇用問題
　３　勤務条件に関する措置の要求の状況
　　 　令和６年度における係属件数はありません。
　４　不利益処分に関する審査請求の状況
　　 　令和６年度における係属件数はありません。


